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4．コミュニティを対象としたアート活動の実践
　ここで紹介する 3団体── NPO法人 芸術資源開発機構、NPO法人 黄金町エリアマネジメントセンター、
NPO法人 こども劇場せたがやは、アンケートを実施した結果得られた回答のなかから、設立年代や活動エリア、
組織の規模や形態、団体所在地等の重複をなるべく避ける等を条件として検討し、抽出した 32）。
3団体に関しては、さらにインタビュー調査を実施。ここでは、インタビューでの回答および各団体が行って
いる広報活動のなかで得られる 3団体の沿革や活動内容の基本的データ（①活動エリア、②沿革、③組織形態・
構造、④問題抽出および課題の設定、⑤活動内容・方法、⑥成果・波及効果、⑦担い手、⑧次世代育成、⑨運
営、⑩今後の課題）を整理することにより、各団体の特徴を浮き彫りにすることを目的とする。
　なお、特定のエリアで活動を展開している黄金町エリアマネジメントセンターとこども劇場せたがやに関し
ては、活動エリアの特性がどのようにアート活動や団体に関係してきているのかを把握するため、上記 10項
目以外に地域の歴史についても述べることとする。
（1） NPO法人 芸術資源開発機構
① 活動エリア
　NPO法人 芸術資源開発機構（以下 ARDA）は、本部を東京都杉並区久我山に構え、また、2011年よりオフ
ィスを東京都千代田区外神田にある 3331 Arts Chiyoda のシェアオフィス内に構えるが、活動エリアに関して
は特定のエリアを定めず、活動の趣旨に応じて東京都 23区を中心に全国各地で展開している。
② 沿革
　ARDAの沿革については、創設者である並河恵美子氏の経歴に沿って整理する。並河氏は ARDA設立以前、
銀座にあるルナミ画廊 33）で多くのアーティストとともにアートの可能性を探求してきた。しかし、画廊とい
う限られた場でアートはより一層の専門性を帯び、限られた人の限られたものとなっていった。そのような状
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況のなかで並河氏は、アートの閉塞感に危機を感じるとともに、アートの本質 34）に立ち返り、アートを必要
とする人のもとへ届けることの必要性を感じ、1998年にルナミ画廊を閉廊する。
　画廊を閉じた翌年 1999年より、並河氏は実行委員会形式で自らゆかりのある杉並区を基盤にアート活動を
開始。アーティストたちと協働してアート作品の展示とワークショップを行う「高齢者施設へアートデリバリ
ー 35）」プロジェクトを実施した。また、2011年度（2012年 2月）に全館のワークショップを終了した全杉並
区児童館（41館 36） へのアートデリバリーも、ARDAが設立される前年の 2001年から始まっている。このよ
うに、並河氏は画廊を飛び出し、アートの可能性をコミュニティのなかに見出していった。
　そして 2002年に、並河氏の呼びかけで、近年の著しい技術革新や情報伝達の高度化などによる価値観の変
容などを機に、アートと市民との乖離をより一層意識するようになった学芸員や評論家、画廊経営者等の美術
関係者が集まり、「NPO法人 芸術資源開発機構」は設立された。ARDAは、家族や地域社会の絆の希薄化も
顕在化され始めた現代社会において、アートのもつ役割、つまりアートを「人間らしく生きるために欠くこと
のできない社会的な役割」を担うものとして捉え、その役割の重要性をより確信するようになっていく。この
ような観点からアートを軸に、アートと社会をつなぐさまざまな活動を、さまざまな分野の専門家と市民有志
とともに展開している。
③ 組織構造・形態
　ARDAは、「芸術の社会的な定着と振興を図り、一人ひとりが自分らしく、心豊かに生きられる社会の実現
に寄与すること」（芸術資源開発機構の平成 22年 1月 2日施行の定款第 3条より引用）を目的とした NPO法
人である。ARDAの組織図は、図 17に示すとおりである。
図 17　 NPO法人 芸術資源開発機構の組織図
　役員は、理事を 5人以上 30人以内、監事を 2人以上 5人以内と定め、理事のうち 1人を理事長、2人以上 5
人以内を副理事長としている。理事および監事は、総会において正会員 37）から選任することとなっているが、
特段理由がある場合には、それぞれ 2人を限度として、正会員以外の者を理事または監事に選任することがで
きる。任期は 2年、再任は防げないことが定められている 38）。
　また、アドバイザーを設置することができ、アドバイザーとは、学識経験者または芸術資源開発機構に功労
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のあった者のうち、理事会の推薦により、理事長が委託した者を指し、運営に関する理事長の諮問に答え、理
事長に対し意見を述べることができる。ここでも任期は 2年とし、再任は防げない旨が定款に定められている。
　会議の種別としては、総会──通常総会および臨時総会と理事会がある。総会は正会員をもって構成され、
理事会は理事をもって構成される。監事は理事会に出席し、意見を述べることができる。通常総会は毎年 1回、
毎事業年度終了後に開催され、臨時総会は理事が必要と認め、招集の請求があった場合などの特段の理由があ
った場合に、臨時的に開催されるものである。また、理事会は理事長が必要と認めた場合などが開催条件とな
っている。主に総会においては、定款の変更や役員の選解任、会の改編等、芸術資源開発機構に関わる全般の
事項を決議する会議である。理事会においては、主に芸術資源開発機構の運営に関わる事項を決議する会議で
ある。
　定例委員会に関しては、各事業担当者が毎月 1回集まり開催するものである。
④ 問題抽出および課題の設定
　問題の抽出に関しては、並河氏が ARDAを設立する以前から実践していた画廊での活動等が大きく影響し
ている。本章（1）－②沿革で既に述べたように、並河氏が ARDAを立ち上げようとする目的は、自身の画廊
を基盤に若手アーティストの育成、海外交流に注力してきた実践のなかで感じた、アートを取り巻く環境の閉
塞感であり、その打開策のひとつの可能性としてアートを必要としている人のもとへ届けることがあった。つ
まり、実践のなかから問題を抽出し、実践を重ねることにより、問題・課題など感性で感じることをより具体
的な言葉で定義づけていった経緯がうかがえる。このことについては下記のインタビュー時の並河氏の回答か
らもうかがい知ることができる。
（2012年 10月 8日、本研究のインタビューについて）
⑤ 活動内容・方法
　ARDAの主な活動内容としては以下の 4つ──アートデリバリー、美術鑑賞教育普及事業、展覧会・博覧
会の開催、広報活動が挙げられる。すべての活動が活動を行うなかで連綿とつながりあって発展してきた経緯
があるが、ここでは活動内容を整理する趣旨から、活動項目ごとに記載していくこととする。
（a） アートデリバリー
　アートデリバリーとは、「日々の暮らしにアート活動を取り入れ、個々の心の開放をめざす」こと、「アート
の創造的な表現活動を通して、創造の機会を提供する」こと、また「アートを通して社会全体におけるクオリ
ティ・オブ・ライフの向上を推進する」ことを活動目的として、地域の様々な施設へアーティストとともにア
ートワークショップを届ける活動である。ARDAが設立される以前の 1999年から始まり、13年目となるアー
トデリバリーは ARDAの商品登録にもなった ARDAの代表的な活動である。
　2004年と 2005年には「ファイザープログラム」の助成を受け、アートデリバリーの基礎が築かれていく。
アートデリバリーは、トップダウンの活動ではなく、参加するすべての人が対等な立場で展開される。アート
デリバリーが始まった当初は、施設にアーティストを派遣するだけの活動であったが、それが、2004年から、「介
護する人される人のための出張芸術講座 39）」が開始されることなどにより、現在のかたちへと発展していった。
　今では保育園や児童館、学童クラブ、高齢者施設など地域の様々な施設（コミュニティ）をフィールドに、
国内外で活躍する新鋭なアーティストをコーディネートし、かかわる全ての人を巻き込みながらアート活動が
展開されている。アーティストを含め、高齢者や子どもたち、介護や保育等の関係者、その場にいる全ての人
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と共に繰り広げられるアートワークショップでは、「心と身体を解きほぐし、生きる力を創」造し、「日常では
見られない眠っている潜在能力を引き出」す効果がみられる 40）。
　アートデリバリーでは、ワークショップのカタログのようなものが作成され、アーティストとそのアーティ
ストが実施予定のワークショップを記載したリストのなかから、派遣先が選択するという方法をとっている。
そのため、ワークショップ内容に関して ARDAとアーティストの間で協議が行われており、また、派遣先と
もワークショップの協議が行われることとなる。
　現在、主なアートデリバリーの活動として、震災復興支援プロジェクト、高齢者施設、杉並児童館、港区委
託事業がある。このように、アートデリバリーは今では ARDAの代表的な活動であるが、実践を通じて試行
錯誤を繰り返しながら、現在に至っている。
（b） 美術鑑賞教育普及事業
　美術鑑賞教育事業は今年度から新たに開始したプログラムであり、美術館や学校などの教育機関との協働に
より実施する。鑑賞教育とは、アメリカのニューヨーク近代美術館（MOMA） で 1988年に開発されたもので、
知識や常識、既成概念にとらわれず作品と向き合い、一人ひとりの考える力を促進し、それぞれの意見を交わ
しあいながら作品の見方を深める鑑賞法 41）である。美術鑑賞教育のコーディネーター育成に芸術資源開発機
構が関わることとなった。コーディネーターには、一般市民の公募のなかから選出され、様々な研修会等を経
て実践へと移っていく。この事業の背景には、小学校学習指導要領、第 2章、第 7節図画工作のなかの「鑑賞」
において、「感じたことを話したり，友人の話を聞いたりするなどして，形や色，表し方の面白さ，材料の感
じなどに気付くこと」という対話による鑑賞教育を掲げていることがある。
（c） 展覧会・講演会の開催
　ARDAが行ってきた各活動の報告や、活動に対する気づき等を展覧会や講演会のかたちで発表し、ARDA
の理念や活動、挑戦等を広く外部に発信している。また、アートは「個人が人間らしく生きるために欠くこと
のできない社会的な役割」をもつということを基本姿勢に、専門的、多角的な視点からアートの調査・研究を
行い、その時々で講師やアーティストを招きシンポジウムを開催したりして、社会に対するアートの普及活動
も行っている。
（d） 広報活動
　ARDAの組織紹介のパンフレットはもちろんのこと、各事業ごとに写真などを掲載した両面カラー版のパ
ンフレットも発行している。活動終了後や活動の節目の年には報告書等冊子にまとめ、発行している。近年で
は、活動の様子を DVDにまとめ、報告書に同封したりと、ARDAの活動が視覚的により一層理解してもらえ
るよう努めている。また、3か月ごとに ARDAの現状や今後の展望や予定を掲載する「ARDAニューズレター」
を発行している。
⑥ 成果・波及効果
　活動の成果に対する評価については、参加者の表情やワークショップで協力し合う姿勢、また、普段見えな
いプラスの面が垣間見えた瞬間等が活動を評価する際の指標として挙げられた。事業ごとや、児童館や高齢者
施設、被災地と活動先等によって様々な評価の違いはみられるものの、上記に挙げたものは根底的な指標とし
て共通している。
　アートデリバリーに限定して言えば、アーティストと参加者の関係性も大きな指標となっていた。それは、
アートデリバリーの活動形態によるところが大きい。つまり、アートデリバリーは鑑賞活動とは異なり、作品
の質だけが求められているのではなく、作品を通じて周囲を巻き込んでいけるコミュニケーション能力が重要
視されているということである。また、アーティストと参加者との関係が常に対等の関係であることも求めら
れている。
　それらの評価は、概ね活動実施後にフィードバックというかたちで行われる。運営に携わった人が集まり、
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上記に述べたような指標による評価から課題を抽出し、今後の検討がなされる。それら個別の活動のフィード
バックを事業終了年や事業の節目の年に整理し、分析することで次へつなげている。
　波及効果としては、介護者や保育士等の施設スタッフの意識変化が挙げられた。最初はアートデリバリー自
体に嫌悪感 42）を抱く者も多かったが、活動を通じて次第にアートデリバリーに、アートの力に理解を示すよ
うなるなどの意識変化が見られたという。そしてそれは、事業終了後のアーティストと施設との関係に表れて
いる。事業とは関係なく施設側がアーティストに依頼し、再度ワークショップを開催したりと、アーティスト
と施設の関係づくりにも波及していることがわかった。
⑦ 担い手
　ARDAの担い手について、設立当初のスタッフは、並河氏の呼びかけにより集まった美術関係者で構成さ
れていた。しかし現在では、アート云々ではなく、ARDAのミッションに共感する他分野のスタッフも多い。
特に最近では、定年退職後の自己実現のためにスタッフとなる人が多くみられる。それは、自らの資産や時間、
労力を私利私欲のためではなく、ARDAの活動を通じて多くの人に、地域に還元したいという思いがあるも
のと推測される。
　しかしながら、そのような人たちは、もともと ARDAの活動に関心を持っていた人や現在社会で展開され
ているアート活動に関して広く関心を持っており、そのなかで ARDAと出会った人である。つまり、突如と
しての行動ではないということがわかる。
　このように、設立当初は美術関係者の集まりだったため事務処理等実践以外の運営がなかなか困難であった
が、他分野の人たちが入ることによりそれぞれの長所が活き、組織基盤がより強固なものとなっていった。
また、事業ごとのコーディネーターは公募で募集することが多く、ほとんどがボランティアというかたちで活
動に参加している。公募の多くは「ネット TAM43）」で募集がかけられ、そこからコミュニケーション能力を
ひとつの大きな指標としてグループ面接が行われる。
　アーティストに関してはランクで分けられており、その評価は概ね経験に起因している。これは、ARDA
の活動において、アーティストには作品の質だけではなく、それ以上にコミュニケーション能力が求められて
いるからである。
⑧ 次世代育成
　現在の ARDAの活動には、子どもを対象に実施されているものが多く、そのような活動を通じて、次世代
育成を担うことが役割として挙げられた。それは、必ずしも ARDAのスタッフとなる次世代育成ではなく、
広く社会に貢献できる役割としてとらえていることがわかる。
　しかし、次代の ARDAを担うスタッフとして、現在の若手スタッフに対する育成も実施されている。育成
といっても学校のように講義として教えることはなく、むしろ実践のなかで自ら見て感じ、学びとることがで
きる環境を提供しているといえる。
　また、新たな次代の担い手として、「エネルギーがある人」が求める人材像として挙げられた。「エネルギー
がある人」とは、「趣旨を事業化できる能力を持っていること」であり、それと同時に ARDAの根底にある「ア
ートが社会的な役割を持っていること」に理解を示す人材が求められている。それは、アート云々ということ
ではなく、社会的な組織になっていくためには、組織の基盤づくりが大変重要であるという認識のもと、アー
ト関係者の集団ではなく、根底的な思いでつながる他分野共生の組織を目指していることにつながる。これは
本章（1）－②沿革で記述した通り、社会的組織となっていくことが、並河氏が自らの実践のなかで感じたアー
トの閉塞感を打破し、アートの可能性を切り開いていくためには重要なステップだと考えるからだと推測でき
る。
⑨ 運営
　アンケートのなかで、ARDAの総スタッフ数とその内の有給スタッフ数の比率をみると、わずか 22％であ
った。これは、ほとんどのスタッフが無償あるいは有償であることを示している。このことに対し、並河氏の
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インタビュー時の回答によれば、多くのスタッフに対しては、活動に参加した分支給される報酬制であると述
べている。最初に定期的・安定的な給与は支給できない旨の断りを入れており、今現在集まっている ARDA
のスタッフは、それを承知で活動に参加している。
　理由としては、やはり、資金的問題が挙げられる。ARDAは助成金や委託金が運営資金の半分を占めており、
助成金や委託金は人件費に関する審査が厳重であることが、スタッフに対する十分な給与を支給できないひと
つの要因となっている。
　アーティストに関しては、事業ごとの報酬制をとっているため一概には言えないが、だいたい 1時間 3万円
程度で、プラス交通費等の諸経費が支給されている。実際、1回のワークショップを行うのに人件費や材料費
等の諸運営費は最低でも 10万円程度かかり、余裕なく資金をやりくりしているなかで十分な人件費を確保で
きない現状がある。
　そんななか資金面の負荷を少しでも減少させようと、ARDAは今年度、認定 NPOの申請を行っている。認
定 NPOの承認を受けることにより、NPO法人にも寄付者にも様々なメリットがあるため、多少なり資金面の
改善が期待される。
　運営上の様々な努力により事業費等で黒字を計上しているが、繰り越しの税や管理費の不足分に補填してい
るため、結果として赤字となってしまうことも運営上の課題として挙げられた。
⑩ 今後の課題
　インタビューの回答から、これからの課題として、事務局体制、事業内容、担い手、運営資金の調達につい
て挙げることができる。
　まず、事務局体制についてであるが、事務局体制が軟弱であったことの反省から、効率の良い事務局体制へ
の改善が挙げられた。また、事業内容においては、アートデリバリーは、近年、特に高齢者施設に対する活動
が停滞気味であることから、活動方法などを模索している。
　ARDAも今年で 10年が経ち、会の存続に保守的な姿勢も見え始めてきた。事業に関しては、比較的安定的
な収入が得られる委託事業が増加傾向にあり、今後はミッションとの整合性が課題となると推測される。また、
現在の ARDAのつながりやバイタリティは並河氏の存在が大きいものと考えられる。そのため、次世代の担
い手ももちろん重要な課題であるが、それと同時に並河氏が引退してからの団体の存続も大きな課題といえる。
（2） NPO法人 黄金町エリアマネジメントセンター
① 活動エリア
　NPO法人 黄金町エリアマネジメントセンターは、神奈川県横浜市中区初黄（はつこう）・日ノ出町地区を活
動エリアとしている。初黄とは、初音町と黄金町の総称である。つまり初音町・黄金町・日ノ出町エリアで活
動を展開している。
② 活動エリアの歴史
　この地域は戦前から大岡川の船運を活用した問屋街として栄えたが、終戦後はガード下にバラック小屋の住
居が集まり、次第に飲食店に変わっていった。それがいつしか関東でも屈指の「青線地帯」として知られるよ
うになっていく 44）。それは、終戦後アメリカ軍・第 8軍が対岸（寿町や若葉町など）を占領した際、真金町
というかつてからの遊郭があったエリアを、マッカーサーは米兵が病気になることを防止するため、売春地帯
を管理する目的で赤字で線を引かせ、真金町あたりは赤線となったことが背景にある。つまり、初黄・日ノ出
地区は、赤線から外れた青線 45）と言われ、高架下を中心に青線地帯として売春宿、麻薬飛び交う危険な地区
となったのである。
　黒澤明が監督を務める 1963年公開の映画「天国と地獄」でも黄金町は描かれ、“危険な地区”というイ
メージはより強固となった。
　さらに 1965年頃、日本は高度経済成長を迎えた影響で、外国からの風俗の出稼ぎが多くなり、国際色豊か
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な「裏風俗エリア」として知られ、週末ともなれば他県からも多くの客が押しかけるほどの賑わいを見せた。
このような歴史的背景が、2004年までの初黄・日ノ出町地区を形成していった。
③ 沿革
　日ノ出町駅から黄金町駅にかけての京急高架下は「黄金町 46）」と呼ばれ、「ちょんの間」と呼ばれる小規模
店舗が軒を連ねる、いわゆる違法風俗エリアであった。違法風俗店は 150店舗程あったが、高架下からの撤去
後、それら違法風俗店は周辺地域に移転し、200店舗程に増加していった。このことは、違法風俗店が集積し
たメッカとしての印象をより強固に与え、2004年頃から非常に問題となった。現実に人身売買や暴力団等の
様々な問題が発生し、地元住民の中には移転を余儀なくされる人も多くいた。また、近くには小学校（東小学
校）もあり、通学路が違法風俗店舗の中心となってしまう事態まで及んだ。そこで、PTAから声が挙がり、神
奈川県警察と横浜市と市民が立ち上がり、2003年に発足した「初黄・日ノ出町環境浄化推進協議会」の追い
出し作戦から、2005年に始まる「バイバイ作戦」に発展し、2005年地域防災拠点「ステップ・ワン」の開所、
2007年安全・安心まちづくり拠点「Kogane-X Lab.」の開所など横断的な協働を経て、今に至っている。
　そして、2008年から「黄金町バザール」が開催され、地元有志とアート、まちづくりの専門家により、
2009年「特定非営利活動法人　黄金町エリアマネジメントセンター」が設立された。このことにより、持続
可能なアートによる安全・安心のまちづくりを進める体制が整った。
　長く“危険な地区”というイメージが定着してしまった当エリアに、撤去作業が進展した後のステップと
して、従来のイメージを払しょくし新しいイメージを築くために、まちを再生するために挙げられたのがアー
トであった。違法風俗店などが基幹産業であった初黄・日ノ出町地区にとって、まちの健全性と引き換えに失
ったものも多い現状があった。負のイメージは相変わらず残るのに対し、人の往来は途絶えた。そのため、売
春行為等犯罪を再発させることなく、この地に人を呼び寄せるためのまちづくりが緊急の課題となったのであ
る。
　アートが選ばれた経緯には、横浜市の「文化芸術創造都市－クリエイティブシティ・ヨコハマ」実現のため
の戦略プロジェクトである「創造界隈形成」が根底にあり、創造界隈のひとつとして初黄・日ノ出町地区が選
ばれていたことも挙げられる 47）。
　つまり、黄金町エリアマネジメントセンターは、活動目的や方針等の大枠が決まっており、活動もすでに実
施されたなかで、その運営主体として後に設立された NPOであるといえる。
④ 組織構造・形態
　本章（2）－③沿革でもすでに述べているように、黄金町エリアマネジメントセンターは、いわば、できるべ
くして設立した NPOであるといえる。縦断的な活動のなかで起こった活動がつながり、横断的な協働のなか
で活動を展開している黄金町エリアマネジメントセンターの組織形態を理解するうえで、各団体との相関を理
解することが不可欠である。黄金町エリアマネジメントセンターの組織図は図 18の通りである 48）。
　役員は、理事を 3人以上 15人以内、監事を 1人以上 3人以内と定め、理事のうち 1人を理事長、2人を副
理事長としている。監事は、理事または黄金町エリアマネジメントセンターの職員を兼ねることができない旨
が記載されている。役員の任期は 2年、再任は防げないことが定められている。また、黄金町エリアマネジメ
ントセンターに事務局長その他の職員を置くことを明記しており、必要に応じて顧問および相談役を置くこと
ができるとしている。顧問および相談役は、理事会および総会に出席し、意見を述べることができる。
　会議の種別は、総会──通常総会および臨時総会と理事会がある。総会は正会員 49）をもって構成され、理
事会は理事をもって構成される。総会は正会員をもって構成され、理事会は理事をもって構成される。監事は、
職務遂行のために総会および理事会を招集することができる。通常総会は毎事業年度 1回開催され、臨時総会
は理事が必要と認め、招集の請求があった場合などの特段の理由があった場合に、臨時的に開催されるもので
ある。また、理事会は理事長が必要と認めた場合などが開催条件となっている。主に総会においては、定款の
変更や役員の選解任、会の改編等、黄金町エリアマネジメントセンターに関わる全般の事項を決議する会議で
ある。理事会においては、総会に付議すべき事項や総会で決議された事項の執行や関わる事項、事務局の組織
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等に関する事項等を決議する会議であり、現行業務と総会の橋渡しをする役割を担っている。
図 18　NPO法人 黄金町エリアマネジメントセンターの組織図
⑤ 問題抽出および課題の設定
　問題の抽出に関しては、本章（2）-③沿革にて記載している通り、既に「初黄・日ノ出町環境浄化推進協
議会」で行われていたまちづくりの活動と、横浜市が進める「クリエイティブシティ・ヨコハマ」の一環とし
てのアートによるまちづくりの事業を統合させるような組織として設立された。そのため設立当初は、黄金町
エリアマネジメントセンターが独自に問題を抽出し課題を設定したという流れではなく、「初黄・日ノ出町環
境浄化推進協議会」が地域の歴史や現状から問題を抽出し、設定した課題を共有するという流れがあった。設
立してからは、試行錯誤を繰り返しながら、実践のなかから新たな問題を抽出し、地域住民やアーティスト、
各団体、そして黄金町エリアマネジメントセンターとが協議し、課題設定を行っている。
⑥ 活動内容・方法
　黄金町エリアマネジメントセンターの主な活動は、「アートによるまちの再生」、「アーティストインレジデ
ンス事業（A.I.R.）」「安全・安心なまちづくりの推進」、「地域の人材、素材再発見と経済活動のネットワーク化」、
「空き店舗の有効活用と街並みの再構成」、「マスタープランの実現に向けた取組」と大きく 6つの柱で構成さ
れている。なかでも、「アートによるまちの再生」のなかに黄金町バザールの活動は分類されている。このよ
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うに、黄金町バザール等のアートイベントが体系だったとても繊細な問題意識の上に成り立っていることがわ
かる。
　なお本稿において、研究目的の関係上、黄金町エリアマネジメントセンターで実施されている活動のなかか
ら特にアートを盛り込んでおり、かつ単年度のみの活動ではなく、多年度に渡り実施している活動を取り上げ
ることとし、それ以外の活動に関しては割愛することとした 50）。
（a） アートによるまちの再生
（イ） 黄金町バザール
　「黄金町バザール」はアートという枠だけにとどまらず、ショップや飲食店、地域との協働など様々な分野
によって構成され、それらが連携し合うことで黄金町エリアの将来のイメージを伝えることを目指したもので
ある。
　第 1回目の黄金町バザールは実行委員会形式（「黄金町バザール実行委員会」）で実施され、その後、継続的
かつ総合的にまちづくりを推進するために『特定非営利活動法人黄金町エリアマネジメントセンター』が平成
21年 4月に設立された。年度ごとにテーマが決められ、そのテーマに沿って様々な仕掛けがなされる。2008
年から開催された黄金町バザールも今年で 5回目を迎え、回を追うごとに空き店舗のコンバージョンや高架下
スタジオの新設などまちの景観も変わり、住民参加の比重もますます大きくなってきている。来場者も年々増
加傾向にあり、2011年度の黄金町バザールの来場者は 92,524人となり、前年度の 15,000人を大幅に上回る来
場者が訪れた。黄金町エリアマネジメントセンターの見解によれば、2011年度は「ヨコハマトリエンナーレ
との連携において、循環バスの運行が実施され、会場同士のネットワークが強化されたことによる効果が大き
い他、様々なメディアに出る機会が増え、広く周知されたことも成果を上げた要因といえる」と平成 23年度
の事業報告書内で述べている。
　また、2011年度の特徴として、出店作家を公募により選出したことがある。インタビュー時の回答によれば、
それまでは、アーティストの作品に対する一定の制限を設けていたが、回を追うごとに薄れていったのだとい
う。アーティストによっては、違法風俗店を連想させるような性的表現を作品化し展示したいと申し出る者も
少なくない。確かに違法風俗店やそれを取り巻く犯罪なども含め、そのような歴史をもったまちが今ではその
イメージを覆し、新しいイメージを構築しているなかで、歴史を持ち出し作品化したいと思うアーティストの
気持ちは理解できるものの、アーティストがつくる作品はまちのなかで展示されるものであり、それゆえ様々
なクレームもあれば、地域からの要望により警察から全掃願もだされる。しかし今では、多少なり精査するこ
ともあるが、ほとんど黄金町エリアマネジメントセンターが関与することはなくなってきている 51）。
　2008年から始まった「黄金町バザール」も今年で 5回目を迎え、地域はもちろんのこと、全国的にもその
名前が知られるようになった「黄金町バザール」は、初めから「黄金町バザール」と命名されたのではなかっ
た。開催しようとする人たちの思いが込められ命名された。現代美術の展覧会であることを謳うことにより、
参加することに尻込みしてしまう人々をつくらないため、様々な紆余曲折を経て命名された「黄金町バザール」
には、開催しようとする人たちの思いが込められている 52）。
（ロ） オープンスタジオ
　毎月第 2日曜日にはオープンスタジオというイベント実施。アーティストのアトリエを開放するイベントで、
日常的なにぎわいの創出と地域・アーティストの交流の促進を図っている。
（ハ） 黄金町芸術学校
　今年度から新たに始まった「黄金町芸術学校」は、誰でも受講ができる「コミュニティ学校」であり、様々
な地域、年齢、分野の人たちが集まり、アートを通して多様な個性を伸ばすことを目的としている。展覧会を
企画・制作するキュレーターのノウハウを学ぶ「キュレーターコース」、服飾や絵画、写真など実践的に学ぶ「実
技コース」、子どもや親子を対象にものづくりの魅力に迫る「こどもアートコース」や、「レクチャーシリーズ」、
「特別集中講座」などの専門家や実践者によるコースもあり、初心者向けから専門性の高い内容の講座まで幅
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広く展開している。何より、黄金町芸術学校で学んだあと、学んで終わりではなく、望めば、学んだことを実
践できる場所が身近にあることは、さまざまな施設を管理・運営している黄金町エリアマネジメントセンター
の大きな強みといえる。
　また当事業には、黄金町芸術学校で受講する人が定期的に初黄・日ノ出町地区に通うことにより、経済波及
効果を期待する狙いがある。さらに、受講者だけではなく、講師として招くアーティストやキュレーター、大
学の教員等、それまで当地区に接点がなかった人との関係形成も狙いのひとつである。
（b） アーティストインレジデンス事業
　黄金町エリアマネジメントセンターが管理している施設の中にレジデンス施設や制作スペースを活用し、他
団体の活動をサポートするかたちでレジデンスを受け入れている。レジデンス期間中に企画されたイベントや
シンポジウムを通じて、入居者であるアーティストと地域との交流が図られる。黄金町が「アーティストイン
レジデンスの街」であるという認識が次第に定着してきたことを、施設利用の申し込み件数の増加からもうか
がえる。今後はレジデンス施設の設備の拡充と広報の範囲を拡大し、国内外からの幅広いレジデンスアーティ
ストを誘致することによって、さらなるレジデンス事業の展開を模索している。
（c） 安全・安心なまちづくりの推進
（イ） 安全・安心の獲得に向けた施設の活用
　平成 17年に実施されたバイバイ作戦以降、小規模店舗のほぼすべてが空き店舗となり、次なる犯罪の温床
となることが懸念され、地域をはじめ警察や行政、大学や黄金町エリアマネジメントセンターが一体となり、
安心・安全の獲得に向けてエリアマネジメントを推進してきた。そのなかで、黄金町エリアマネジメントセン
ターが管理する施設を活用し、防犯的な機能を持たせることで、地域の安全・安心に寄与することを目的とし
て活動している。
　活動のひとつに、夜間における映像作品の投影がある。これは、アートの力によって防犯性を高めることを
目的として、夜間、路上や建物の外壁、高架等へ映像作品を投影する活動である。建物の外壁に関しては、黄
金町エリアマネジメントセンターが管理している建物を使用。投影開始方法に関してはスタッフが頃合を見計
らって投影するのだという。
（d） 地域の人材、素材再発見と経済活動のネットワーク化
（イ） 商店主の会による活動の支援
　この活動に関してアートは関係ないが、黄金町エリアマネジメントセンター等の地域に根差した活動の波及
効果が地域住民の参画へと顕著に表れた活動であると考えたため記載することにした。
この地域における経済活動の活性化を担うために、初黄・日ノ出町地区に店舗を構える商店主により、初黄町
と日ノ出町の 2つの町内会にまたがる一体的な組織として「商店主の会」が 2011年に発足された。2011年度
の黄金町バザールでは、展覧会の広報活動やパスポート提示によるサービスの提供が始まり、地域住民と協働
で黄金町バザールを支える形態が定着してきた。2012年には初黄・日ノ出町地区に店舗を構える商店主約 50
人の参加により「初黄日（はつこひ）商店会」が発足。「商店主の会」の場合は、黄金町バザールで商店の商
品を販売することにより、黄金町バザールを一緒に盛り上げようという黄金町バザール開催期間限定の活動意
識が強かったが、引き継ぐかたちで 2012年に発足した「初黄日商店会」は、加えて黄金町バザール時のよう
なまちのにぎわいが日常的なものになることを目指したものである。
　黄金町エリアマネジメントセンターは、「商店主の会」がバザール終了後も継続的に活動を展開するために、
組織化ならびに活動を支援していくことを、平成 23年度の事業報告書内にて明記していた。目標達成へ向け、
着実に前進していることがうかがえる。
　「初黄日商店会」は、2012年度の黄金町バザール時に A3版両面カラープリントの「初黄日商店会マップ」
を作成し、町土産として各商店の商品を売り出すと同時に、2011年度の黄金町バザール時にも実施した、黄
金町バザールで有料会場に入場するために必要なパスポートの企画として実施されているスタンプラリーの設
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置所として協力したり、パスポートの提示によるサービスを提供した。
　注目したいのは、新たに始まった「お中元セット」である。これは、地元商店の商品とアーティストグッズ
を詰め合わせたもので、地域に滞在するアーティストとの協働による商品展開や来街者増の取り組みの第一歩
として始められた。タウンニュースの記事には下記の通りインタビューが掲載されており、黄金町エリアマネ
ジメントセンターの地域に根差した活動の波及効果が地域住民の参画へと結びついていることがうかがえる。
（『タウンニュース』2012.7.12.神奈川県中区・西区版）
（e） 空き店舗の有効活用と街並みの再構成
　元違法風俗店舗をアトリエやカフェ等へコンバージョンし、アーティストやデザイナーなどの活動拠点を集
積させることでまちの再生に取り組んでいる。2012年 3月現在、横浜市が借り上げ、黄金町エリアマネジメ
ントセンターが管理している小規模店舗は 66店舗あり、その他黄金町エリアマネジメントセンターが建物所
有者から直接借り受けている物件は 5物件あり、高架下スタジオが 4件、高架下広場（通称：かいだん広場）
が 1か所となっている。各施設は、制作スタジオ、レジデンススペース、カフェ・ショップ、展覧会・イベン
ト等で活用されることにより、アートが地域の日常のなかに定着し、生活の場となり、それを拡大させていく
ことにつながる。活用例としては、滞在するだけの人、制作するだけの人もいれば、生活と制作の両方の場と
して借りる人もいる。普段は小さい作品を制作する人が、大きい作品を制作するときに借りることもあれば、
発表のためだけに借りる人もいる。
　システムとしては、「レジデンススペース」、「制作スペース」、「展覧会・イベント」の 3つの用途に分けて、
短期貸出しを行っており、活動の目的に合わせて施設を選択できる。2011年 11月末現在、黄金町エリアマネ
ジメントセンターの施設で活動しているアーティスト・クリエイター等は 40組程となり、「今後もより多くの
入居者を募り、将来的には 100組程度の入居者が活動できるまちを目指している」と平成 23年度の事業報告
書内に抱負を明記している。
　黄金町エリアマネジメントセンターにとって当活動は、地域再生と同時に地域の新しい魅力づくりを実現す
るための重要な位置にある活動のひとつであるといえる。そのため、入居者に関しては公募を行い、申請者や
活動目的・企画内容等を審査したうえで決定され、入居を希望するアーティスト・クリエイター等には、当該
地域のまちづくりの担い手となることの趣旨を説明し、理解を得るようにしている。
（f） 広報活動
　初黄・日ノ出町環境浄化推進協議会との共同出版で「まちづくりニュース」を毎月 1日に発行している。
A3サイズ両面カラー版で制作される「まちづくりニュース」は、概ね 3000部程度制作され、黄金町バザール
等の大きなイベント期には 10000部制作される。オープンスタジオ等のイベント告知については別途チラシを
作成し、新聞に折り込んだり、地域の回覧板に入れたり、また、初黄・日ノ出町町内会および初黄・日ノ出町
環境浄化推進協議会が設置している 12か所の掲示板に掲示することにより、地域に根差した広報にも努めて
いる。
　また、ホームページの運営やメールニュースの配信、ツイッターの利用、ブログなどのソーシャルメディア
の活用により、より広く情報を発信していることがわかる。さらには、他の NPOや企業などの他団体が行っ
ている広報活動に掲載協力を行い、より広域的に情報発信を行うと同時に、他団体との連携を深め、より強固
「同地区では、かつての違法飲食店街からアートのまちへと転換が進む。その一
方で『アートの力を商売につなげなければ、本当の意味での地域の活性化はない
という声も多かった』（一ノ瀬会長）という。…（中略）…一ノ瀬会長は『今後もア
ーティストの力を借りながら、新たな商品展開や来街者を増やす仕掛けをした
い』と話している。」
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な協力体制を構築していくことを目指している。
　メディア等への出演・掲載にも積極的で、新聞や雑誌、フリーペーパー、テレビ、ラジオ等への実績がある。
また、視察にも精力的に対応している。なかでも行政職員による視察や大学からの視察件数が比較的多い。こ
れらは新たな試みとしての注目度が顕著に表れているといえる。
⑦ 成果・波及効果
　活動の評価に関しては、黄金町エリアマネジメントセンターの場合、横浜市の「クリエイティブシティ・ヨ
コハマ」における第三者事業評価 53）を受けている。評価の全体体系は、「基礎的評価」と「創造的評価」の 2
つの側面で構成されている 54）。第三者事業評価からの評価を受け、その評価を踏まえたうえで次の事業計画
などが協議される。
　また、活動の波及効果としては、同章第（2）－⑥ 活動内容・方法に記載した「初黄日商店会」の活動がひと
つ挙げられる。「初黄日商店会」設立の経緯や活動内容に関しては既に記載しているため割愛するが、この活
動は、黄金町エリアマネジメントセンター等の地域に根差した活動の波及効果が地域住民の参画へと結びつい
ている結果であるといえる。
　さらに、初黄・日ノ出町地区において子どもたちの姿が多くみられるようになったことも、ひとつ成果であ
り、波及効果であるといえる。黄金町バザールが毎年度継続的に開催されることやアーティスト・イン・レジ
デンスなどの開かれた空間での創作活動が日常的に展開されることにより、次第に子どもたちも姿を現すよう
になったことが挙げられる 55）。
⑧ 担い手
　黄金町エリアマネジメントセンターの活動実施に携わる事務局のスタッフについては、アート関係の人、建
築・都市計画関係の人、そして事務関係の人と大きく 3つに分かれており、それら 3領域の寄り合い所帯のよ
うな構図となっている。
　スタッフの採用方法は、面接試験を実施し、3か月程のテスト雇用を通じて適応性を判断し、採用する。また、
近年ではあらかじめ学生の様子を観察しながら評価し、採用可否の判断をするインターン制度に類似した採用
方法（以下、インターン）も実施している。大学等への情報発信を行ったり、一度体験した人からの評判も重
なって、多くの学生がインターンに訪れるという。その際は交通費の支給のみで、基本的に無償の形態をとっ
ている。期間に関しては、個人に委ねられており、一事業で終了することも、事業に関係なく継続することも
可能である。ただし、あくまで無償であり、収入にはつながらないため、継続するかどうかは本人の意思やモ
チベーションにかかっている。
　このように、期間も個人にゆだねられており、長期体験も可能であるが、インターンは個人の自己実現のた
めの場ではなく、あくまでも個人・団体双方に有益であることが前提としてある。そのため、様子を観察しな
がら適応性に欠ける場合はインターンを中止し、継続拒否を通告することもあり得る。事実、そのようなこと
が前例としてあるのだという。
　適応性の判断は、柔軟なコミュニケーション能力を発揮できるか否かがひとつ指標として挙げられた。黄金
町エリアマネジメントセンターの活動は多くの人や団体と連携しながら協働で実施されるものが大半で、その
際に、地域に対する顔や業者に対する顔、アーティストに対する顔と柔軟に使い分けられる能力はどうしても
必要になってくるためである。
　また、向上心や勉強意欲が旺盛であることもひとつ指標として挙がった。まちづくりを専門的に学んできた
人に関してはアートに対する理解・勉強を、アートを専門的に学んできた人に関してはまちづくりに対する理
解・勉強をしてもらわなければならず、それは、ある一つの専門性を有していれば担えるという活動が黄金町
エリアマネジメントセンターの活動にはひとつもないからである。とはいえ、いわゆる“何でも屋”を求め
ているわけではなく、要するに、モノをつくるときの相違、考えるプロセスの相違等を相互に学んでいくこと
が重要なのであり、違う側面を持った人同士が集まり、専門外のことを吸収していくことが望ましいというこ
とである。
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　理事に関しては地元住民が約 7割を占める一方、事務局スタッフはすべて外部の人間である。また、事務局
スタッフの年齢構成は、20代から 30代の割合が最も多いこともひとつ特徴といえる。黄金町バザールが開催
される以前（平成 15年）と以後（平成 22年）の人口統計データ 56）をみると、初黄・日ノ出町地区全体では、
人口・世帯数ともに増加傾向にあると同時に、高齢化率は横ばい、もしくは減少傾向にある。日ノ出町に関し
ては、あまり変化は見られず順当な推移を示しているが、初音町に関しては、20代の単身世帯の増加が顕著
に示されている。さらに、黄金町においても、小規模店舗跡地等でマンション建設などが進められたこともあ
り、20代 30代を中心とした若年層の増加が著しく、高齢化率の低下が起きている。これらのことからも、一
概には言えないが、黄金町エリアマネジメントセンターの活動等が若年層の関心を惹いていることはひとつの
要因として考えられる。
⑨ 次世代育成
　次世代育成に関しては、活動を通じて商店主の継承者発掘やアーティストの定住等が、将来の投資として挙
げられた。黄金町エリアマネジメントセンターを担う次世代育成ではなく、将来の初黄・日ノ出町地区を担っ
ていく次世代育成をビジョンとして第一に捉えている。
　地域の商業的な活性化および経済基盤の安定は、今後継続的に初黄・日ノ出町地区を発展させていくために
は重要である。新規参入を促すのではなく、もともと当地区で商いを行ってきた商店の活性化を促すことで、
他の地域にない当地区独自の個性を生み出しやすく、そのことにより持続可能な生活の場として機能すると考
えられるからである。そこにさらなる個性を添えるのが、アーティストの定住である。アーティストの活動が
当地区に定着し、日常的なまちの一部となり、それを人なりコトなりに波及させていく必要があると同時に、
かつての基幹産業──違法風俗店に頼らなくても経済的に成り立つ地区にしていくことが求められている。そ
れら当地区の課題を的確にとらえ、地区のための次世代育成が活動を通じて進められている。
　また、黄金町エリアマネジメントセンターの若手スタッフに対する育成も考えられている。山野氏によれば、
黄金町エリアマネジメントセンターが行う“アートによるまちづくり”は、いわゆる“新しい専門性”で
あり、黄金町エリアマネジメントセンターは、初黄・日ノ出町地区の成長とともに柔軟にかたちを変えながら、
的確に状況を判断し活動を行わなければならない。つまり、当地区のなかでの立ち位置を明確にし、運営して
いくことが求められるのである。一方に偏ることなく、当地区を構成する人や団体を組み立ててエリアマネジ
メント 57）していくことが求められるのである。これらは講義等で習得する能力ではなく、また、お手本とな
る教科書があるわけではないため、実践のなかで独自に学び取る姿勢が求められる。統一されたエリアマネジ
メントではなく、個人の感性で学び取った様々なエリアマネジメントが合わさることによって、新たな躍進に
つながることを期待しているといえる。
⑩ 運営
　黄金町エリアマネジメントセンターは、安定した収入といえる横浜市の助成金・委託金や、施設管理による
家賃収入などの比較的安定した事業収入 58）により、他の NPOと比較して、運営資金が 1億円を超える大規模
なものであることが大きな特徴である。
　また、スタッフの人件費に関しても、月給として 20万程度の給与が支払われており、また、社会保険や雇
用保険も完備している。ある程度年数を重ねた人に関しては、ごくまれに昇給ということもあり、企業等と比
較的相違のない体制を整えているという。
⑪ 今後の課題
　黄金町エリアマネジメントセンターが発行している著書や事業報告書、また、他機関が行うワークショップ
等の報告書から今後の課題として、金銭的自立方法の確立、新規住民との交流、新たな基幹産業の確立を読み
取ることができる。
　また、インタビューの回答のなかでは、レンタル・ルームを謳った貧困ビジネスや生活保護の申請促進・保
護費搾取等犯罪の根絶が挙げられた。
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金銭的自立方法の確立とは、今現在の収益に関して、横浜市の助成金や委託金に大きく依存するかたちで成立
しているが、横浜市の助成金や委託金が永続的に維持されることは明確ではない。現在平成 30年までの事業
計画を横浜市と行っているが、その後も継続されるかは不安要素である。そのため、各年度ごとに収益事業化
できる活動を検討し、なるべく自主事業で運営できる体制を整えることに努めている。
　新規住民との交流は、本章（2）-⑧担い手で記載したとおり、小規模店舗跡地等でマンション建設が進む
なかで、着実に人が当地区に戻り始めているのだが、新たな住民とかつてから初黄・日ノ出町地区に住む住民
との交流や、長期的な視野で当エリアの担い手を確保するために、積極的な黄金町エリアマネジメントセンタ
ーの活動への誘因を図らなければならないということである。
　新たな基幹産業の確立とは、長く違法風俗が当地区の基幹産業であったが、その違法風俗が撤廃したことに
よる経済的打撃を解決する、違法風俗に代わる新たな基幹産業の確立が求められている。経済的打撃が長引け
ば、またいつ違法風俗が再発するかわからない状況下のなかで、早急な打開策が求められている。
　そして、レンタル・ルームを謳った貧困ビジネスや生活保護の申請促進・保護費搾取等犯罪の根絶であるが、
これは上記の基幹産業の確立の課題背景と類似している。小規模店舗をレンタル・ルームとして日雇い労働者
や生活困窮者等に安価で貸出し、生活困窮者には生活保護の申請を促し、賃貸料として保護費を搾取するとい
う問題が発生している。最近では、小規模店舗で若い女性を社長におき、表向きは企業を装っているが、本当
は風俗や売春を行っている疑惑のあるところもあるという。小規模店舗の借り上げ件数を年々増やすことがで
きていても、小規模店舗は地権者の特定が難しく、他の用途に転用できていない空き店舗がまだまだ数多く存
在しているのが現状である。それらが新たな犯罪の温床とならないように、こちらも早急な対応が求められる。
（3） NPO法人 こども劇場せたがや
① 活動エリア
　NPO法人 こども劇場せたがやは、東京都世田谷区内の公民館やホール等で活動を展開。プログラムによっ
ては、世田谷区外にて活動する場合もあるものの、基本的に世田谷区内を活動拠点としている。
② 活動エリアの歴史
　こども劇場せたがやが活動を展開している世田谷区は、1965年に結成された「生活クラブ 59）」や 1975年よ
り開始される「プレーパーク運動 60）」の発祥地として、かつてより女性──特に主婦による市民活動が盛ん
な地域であった。また、小澤氏（2006）によれば、世田谷区は「1990年代前後の住民参加のまちづくりでは『西
の神戸、東の世田谷』と称され」、市民活動が活発な地域として知られていた。
　世田谷区は、京王線や小田急線等の各沿線が開通後、地価が安く、交通の便もよいこと等の理由により、関
東大震災で被災した下町の人々の移住してきたことをきっかけに住宅地となった 61）。
また、百枝・土屋氏（2006）によると、「郊外住宅地世田谷には、戦前から多くの芸術家が住ん」でおり、芸
術家のアトリエ兼住宅が多く分布していた。
　これらのことから、世田谷区は比較的、住民主体──特に女性で主婦の文化活動が起こりやすい環境にあっ
たといえる。
③ 沿革
　子ども劇場が最初に誕生したのは 1966年の福岡であり、子どもの文化を豊かにしようと、地域の大人たち
──特に母親や青年を中心に広がりを見せていった。昼は母親、夜は青年といったローテーションで活動が展
開されたが、伝聞のなかで親子の活動であったとの見方が定着していく 62）。このイメージは母親の社会進出
に貢献したと捉えることができる反面、長く父親や企業等へと担い手の幅を拡げることができなかった要因で
もある。舞台芸術を中心に鑑賞の機会を提供してきたこども劇場がここまで全国的に普及してきたことの要因
として、活動理念が広く認められたことと実演者自身による市場開拓があったことが挙げられる。
　子ども文化地域コーディネーター養成講座内で子ども文化地域コーディネーター協会の専務理事である森本
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真也子氏によれば、子ども劇場とは、「子どもの文化活動 63）を通じて“市民 64）”をつくる場」であるという。
子ども劇場は現在では全国各地に展開しており、それぞれ独自に運営を行っている。その為 NPO法人格を取
得せずに市民団体として活動を続けているところもある。
　こうした沿革のなかで、こども劇場せたがやは 1974年に設立され、2005年に NPO法人となった。
④ 組織構造・形態
　「子どもと大人を対象に、子どもの権利条約の精神に基づき、芸術文化体験活動や自然体験活動、あそびや
創造活動を行い、子どもたちが心豊かでのびやかに育つ地域の形成に寄与すること 65）」を目的としたこども
劇場せたがやの組織形態は大変体系化されており、NPO法人格を取得する以前から同様の形態で運営をして
いた。こども劇場せたがやの組織図は図 19に示すとおりである。
　役員は、理事を 6人以上 30人以内、監事を 1人以上 2人以内と定め、理事のうち 1人を理事長、1人以上 4
人以内を副理事長としている。理事および監事は、総会において正会員 66）から選任することとなっており、
任期は 2年、再任は防げないことが定められている。監事は、理事またはこども劇場せたがやの職員を兼ねる
ことができない旨が記載されている。また、こども劇場せたがやに事務局長その他の職員を置くことを明記し
ている。
　会議の種別は、総会──通常総会および臨時総会と理事会がある。総会は正会員をもって構成され、理事会
は理事をもって構成される。監事は、職務遂行のために総会および理事会を招集することができる。通常総会
は毎事業年度 1回開催され、臨時総会は理事が必要と認め、招集の請求があった場合などの特段の理由があっ
た場合に、臨時的に開催されるものである。また、理事会は理事長が必要と認めた場合などが開催条件となっ
ている。主に総会においては、定款の変更や役員の選解任等、こども劇場せたがやに関わる全般の事項を決議
する会議である。理事会においては、総会に付議すべき事項や総会で決議された事項の執行等を決議する会議
である。
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図 19　NPO法人 こども劇場せたがやの組織図
⑤ 問題抽出および課題の設定
　まず、理事会で子どもを取り巻く環境の変化等から課題を話し合い草案を作成。それをサークル代表者会に
もっていき、そこから各サークルへ確認を行う。その際に新たな提案がなされれば、逆行するかたちで理事会
に戻り、再度検討したのち新たな草案を作成し、またサークル代表者会、サークルへと確認作業が繰り返され
る。そして、理事会で決議された草案を総会で審議するというかたちをとっている。課題に関しては基本課題
と当年度課題を設定している。当年度課題はここ数年変わっていない。
⑥ 活動内容・方法
　こども劇場せたがやに限らず、子ども劇場およびおやこ劇場の活動は大きく 2つの柱から成り立っている。
「鑑賞活動」と「自主活動」である。これは、1966年に福岡で初めて子ども劇場が設立されてから変わること
なく、今でも受け継がれている。特に「自主活動」においては、こども劇場を特徴づける重要な柱となってい
る。
　こども劇場せたがやの活動は、大きく「子どもの文化活動をつくる」こと、「子どもの文化的権利を護り、
育てる」ことの 2つの柱で構成されている 67）。これら 2つの柱からそれぞれ具体的な活動が掲げられている。
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まず、「子どもの文化活動をつくる」ことは、「舞台芸術を鑑賞する」こと、「表現する」こと、「遊ぶ・体験す
る」ことで構成され、「子どもの文化的権利を譲り、育てる」ことは、「学習する」こと、「発信する」こと、「ネ
ットワークをつくる」ことでそれぞれ構成されている。「子どもの文化活動をつくる」ことは当団体や大人たち、
社会の手助けをうけながら子どもたちが、「子どもの文化的権利を護り、育てる」ことは当団体や大人たち、
社会が担う活動である。活動を通じて、未来を担う子どもたちを中心に、広く地域と地域に暮らす人々がつな
がっていくような活動の広がりをもっている。
　こども劇場せたがやの活動は、こども劇場せたがや全体で行われるものもあれば、ブロックごと、サークル
ごとと活動の主体が団体のなかで多岐に渡ることも特徴の一つといえる。
（a）「子どもの文化活動をつくる」
（イ） 鑑賞例会
　鑑賞例会は、演劇や人形劇、音楽等のパフォーミングアートを 1年間に 5作品以上鑑賞する活動であり、こ
ども劇場せたがや全体で行う活動のひとつである。
鑑賞例会はただの鑑賞活動とは異なり、鑑賞を行う前後にアーティストと様々なイベントを行い、鑑賞例会当
日はアーティストと共同で会場の設営・撤収作業を行う。これら一連の活動通じて、「文化の発展・創造」に
寄与することに大きな特徴がある。
　また、例会作品の選定にあたっては、会員すべての声を反映させることが原則であり、子ども劇場企画・創
造団体実行委員会が作成する各アーティストの上演作品が記載されている冊子 68）をもとに、会員全員へのア
ンケートを実施。そこで得られた意見に、必要経費や他劇場の兼ね合い等運営上の諸条件を照らし合わせるか
たちで総会にて決定される。
　鑑賞例会では、全年齢、乳児、幼児（3・4歳児と 5歳児）、低学年、高学年、中高生と年齢別に作品を変え、
取り組み方針やプレ企画等においても年齢に合わせたものを企画している。
（ロ） わくわくシアター
　今年で 15年目を迎えたわくわくシアターは、毎年 4月末に開催される祭りである。アーティストによるパ
フォーマンスはもちろんのこと、それに付随するワークショップも多数企画される。
　しかし、わくわくシアターの最大の特徴は、子どもたちが店を出店し、経済活動を行うことにある。わくわ
くシアター開催前から準備ははじめられ、大人たちの協力を得ながら、店の構想から店舗、出しものをすべて
手作りで完成させていく。実際に試行錯誤のなかで他者と協力し合い、自分たちがつくりだしたものが商品と
なり売買され、評価されることは一種の社会体験となる。
　毎年 1万人規模の来場者が訪れ、アート活動を通じて、子どもたちの社会経験を育むのみならず、地域との
交流を促進する活動であるといえる。
（b）「子どもの文化的権利を護り、育てる」
（イ） 学習会
　子どもたちが育つ文化環境を考えるために、子どもや文化、地域に関する学習会を開催している。また学習
会を通じて、今後のこども劇場せたがやの活動のさらなる発展や、担い手の成長および新たな担い手の発掘な
どを目指している。
（ロ） 広報活動
　広報活動に関しては、年 4回の広報誌「ぽけっと」と、毎月発行している「げきじょうニュース」を発行し
ている。「ぽけっと」では、活動の実施内容や参加者の感想、写真、今後の活動予定、参加アーティストの紹
介などが掲載されている。「げきじょうニュース」では、総会や理事会で決定された事項やその月のスケジュ
ールが掲載されている。
　また、こども劇場せたがや全体での活動、ブロックでの活動、サークルでの活動、それら活動ごとにパンフ
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レットやチラシが作成されている。特にサークル活動のチラシに関しては、すべて手書きで記載されたものも
多く、親しみやすいものが多い。
　ホームページの管理運営も行い、会員だけではなく広く情報を発信している。
⑦ 成果・波及効果
　例会やわくわくシアター等の全体活動やブロック活動に関しては、フィードバックの時間をとって協議を行
うが、サークル活動に関しては、毎月 1回総会を開いてフィードバックを行うところもあれば、行わないとこ
ろもあり、サークルごとに運営方法が異なる。
　活動を評価する指標としては、活動参加者数（会員・非会員）と数値化できるものから、活動ごとに設定し
ている目的の達成度、活動とミッションの整合性がある。さらに、特に重要視しているのは、参加者が新たな
関係性を形成できたかということである 69）。
　そして、それら指標をもとに活動が評価され、そこから抽出された成果や課題がサークル代表者会、理事会
などで共有されることで、今後の検討につながる。
　最近では、幼いころからこども劇場の会員であった子どもたちが成長し、「青年 70）部」を立ち上げた。「青
年部」は青年活動 71）とは異なり、活動を企画運営することに大きな特徴がある。
⑧ 担い手
　こども劇場せたがやの担い手については、女性であり、主婦が多いことに特徴がある。これには、かつてか
らの子ども劇場に関するイメージが今でも根強く残っていることに起因する。まれにボランティアできた外部
の人がスタッフとなる場合もあるが、ほとんどが会員のなかから選出される。それは、活動を通じて「子ども
から、中学生、高校生、青年、親へと劇場のなかでその年齢に応じた役割を果たしつつ育ってゆくサイクル」（福
嶋，1998）が定着しているからであると推測される。
⑨ 次世代育成
　こども劇場せたがやにおいても、活動を通じて、社会の担い手としての成長を期待している。こども劇場せ
たがやの担い手としてではなく、活動を通して子どもたちが大人になった時に社会を担えるちからを育むこと
が次世代の育成と捉えていた。
　こども劇場せたがやの次代の担い手に関しては、会員数が多い時代は、活動を通じて会員のなかから目かけ
して、じっくり育てて、こども劇場せたがやの担い手に据えることもあったが、今は会員数が減少しているた
め、そのような手段では確保できず、次世代育成の方法を模索している。
　また、こども劇場せたがやとは別組織で、「子ども文化地域コーディネーター協会」と連携した活動がある。
ここでは、子どもを主体とし、文化・芸術を通して人や地域をそれぞれコーディネートできる人材を育成して
いる。ここで学んだ人が次世代のこども劇場せたがやを担っていくことも期待される。
　今までは、会員のなかから次世代を育成していくことが多かったが、近年それが難しくなると同時に、地域
のなかで様々コーディネートできる大人が求められるようになってきた。つまり、内部での次世代育成ではな
く、門戸を開き広く次代の担い手を育てるという姿勢がうかがえる。
⑩ 運営
　会費収入が大きく、財政基盤が比較的安定していることが特徴として挙げられる。2011年度の会員数は全
体で 215人と他団体の会員数と比較しても多い。委託事業はほとんどなく、自主事業・助成金事業が主である。
　スタッフに対する人件費は、手当というかたちで定期的に支給されている。
また、アーティストに対する報酬に関しては、子ども劇場企画・創造団体実行委員会が作成する冊子に金額が
記載されており、金額に関してはアーティストが設定している。それを加味しながらこども劇場が各自契約を
結ぶことになるのだが、その際に金額の交渉も行われる場合がある。まれにアーティスト側から売込みがあり、
飛び入りで行われるアート活動もあるが、その際もアーティスト側に金額を設定する一定の権限が与えられて
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いる。つまり、アーティストに自主運営の余地を与えているといえる。
⑪ 今後の課題
　今後の課題としては、継承者の発掘、会員数の増加、運営形態の改革がある。
　近年、こども劇場せたがやは事業内容の改変を模索している。これは、継承者や会員数の確保を目的のひと
つとして行われていることでもある。課題解決への糸口をミッションとの整合性と合わせながら、より実現可
能なことから着手していこうという意識がみられる。
　また、こども劇場は歴史の深い組織であり、基盤もしっかりしているがゆえ、こども劇場せたがやでは従来
の伝統的な活動に満足してしまっている点や居場所としての組織となってしまっていることが課題として挙げ
られた。そのため、理事内の基本課題に対する意識の統一が求められる。
5．日本におけるコミュニティを対象としたアート活動の比較分析
（1） 日本におけるコミュニティを対象としたアート活動の比較分析
　4.では芸術資源開発機構（以下 ARDA）、黄金町エリアマネジメントセンター、こども劇場せたがやの 3団
体を対象に行ったインタビュー調査で得られたデータや資料をもとにアート活動の実践について検討を行って
きたが、本章では 3団体のアート活動についてそれぞれ比較し、分析を行うこととした。
　その比較する項目は、①アート活動開始の契機、②活動エリア、③活動評価における指標、④教育事業、⑤
広報活動、⑥担い手、⑦人件費、⑧次世代育成、⑨アーティストとの関係、⑩行政との関係、⑪コミュニティ
アートに関する意識、⑫今後の課題である。これら項目は、3団体にインタビュー調査を行って得られたデー
タや資料をもとに検討していくなかで、判明した特徴的な共通項および相違項であり、これらをさらに検討す
ることによって、日本におけるコミュニティを対象としたアート活動が展開してきた状況を明らかにすること
ができるものと考える 72）。
① アート活動開始の契機
　コミュニティを対象としたアート活動開始の契機に関しては、資料⑥ -1の通り、ARDAと黄金町エリアマ
ネジメントセンター・こども劇場せたがやで違いが見られた。
　ARDAは、設立者である並河氏が経営していた画廊を中心とした活動のなかで感じたアートを取り巻く環
境の閉塞感とアートのもつ本質の埋没感を打破することが、アート活動を行う契機となっていた。
　黄金町エリアマネジメントセンターとこども劇場せたがやにおいては、団体が独自に問題を抽出し、課題を
設定したという流れではなく、既存の関係団体により既に抽出された問題と課題を共有するという流れがあっ
た。
　黄金町エリアマネジメントセンターにおいて設置構想者は、黄金町で既に活動していた「初黄・日ノ出町地
区環境浄化推進協議会」と行政があたり、問題としては、初黄・日ノ出町エリアに定着した売春街というイメ
ージの払拭があった。また、黄金町エリアマネジメントセンターに関しては、活動が先行するかたちで「黄金
町バザール」が開催され、翌年、活動運営を行うために設立された経緯がある。このことは、こども劇場せた
がやとは異なる点である。
　こども劇場せたがやにおいてモデルとなったのは、福岡県で始まった「子ども劇場・おやこ劇場」であり、
問題としては子どもの文化権のへの危機感があった。こども劇場せたがやは、住民がモデルの認知を契機に設
立した経緯がある。
　しかし、資料⑥ -1-2段目（問題の所在）に記載の通り、各団体が掲げている問題の本質をみていくと、
ARDAにおいてはアートサイド 73）からの問題提起であり、黄金町エリアマネジメントセンターはコミュニテ
ィサイドからの問題提起、こども劇場せたがやは人（人権）サイド 74）からの問題提起であるとわかった。
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② 活動エリア
　活動エリアに関しても、資料⑥ -2の通り、ARDAと黄金町エリアマネジメントセンター・こども劇場せた
がやで相違がみられた。
　ARDAは特定のエリアを定めず、全国各地で活動を展開しているのに対し、既に決められた課題や形態が
あった黄金町エリアマネジメントセンターとこども劇場せたがやに関しては、特定のエリアで活動を展開して
いる。
　黄金町エリアマネジメントセンターは、活動の目的が既に特定エリアのイメージの払しょくにあったため、
特定のエリアで活動を展開している。
しかし、こども劇場せたがやの場合は、黄金町エリアマネジメントセンターとは異なる事情があげられる。そ
れは、全国各地の市区町村レベルで設置されているこども劇場・おやこ劇場の流れのなかで、世田谷区にエリ
アを定めて活動を展開することは必然的なことであったということである 75）。
　そのように考えるとコミュニティサイドから問題が生成された場合は特定のコミュニティに定まって活動が
展開されることが多く、アートサイドや人（人権）サイドから問題提起された場合は全国的に活動が広がるも
のと推測できる。
③ 活動評価における指標
　3団体の活動評価における指標は、資料⑥ -3の通りである。様々な指標が挙げられるなかで、3団体の言い
回しに多少の違いはみられるものの、概ね共通して“関係性”を重視しているといえる。
　ARDAとこども劇場せたがやは、「参加者間の協力し合う姿勢」や「参加者とアーティストとの関係性」、「参
加者の新たな関係形成」等、人対人の関係性に着目していることがわかる。
黄金町エリアマネジメントセンターは、「いかに地域を巻き込むことができるか」という求心力をひとつ指標
としているが、これは、かみ砕いていえば、地域に住む、もしくはいる人々や地域に存在する団体等と関係を
もつことだといえる。
　これらのことから、3団体の活動評価における指標はひとつ共通して“関係性”に置かれているとわかっ
た。
　また、ARDAとこども劇場せたがやの活動評価における指標には、「参加者の表情」や「参加者の普段は見
られないプラス面の表出」が挙げられており、これは、参加者ひとりひとりに目が向けられ、コミュニティを
対象としたアート活動において“人（対象者）”が内包された活動であるということがいえる。
④ 教育事業
　資料⑥－ 4の通り、3団体に共通していえることは、いずれの団体も形態や対象は異なるものの教育事業を
展開していたということである。ARDAは「美術鑑賞教育」事業、黄金町エリアマネジメントセンターは「黄
金町学校」、こども劇場せたがやは「子ども文化地域コーディネーター協会 76）」をそれぞれ展開している。
　いずれも、次世代育成というキーワードを解釈する際に、当団体の次世代育成ではなく、社会や地域の次代
の担い手となる人々の育成を真っ先に考えていた。これは、団体の存続よりもミッションが先行していると考
えられる。
　つまり、この教育事業には、活動の参加者や活動エリアの住民だけではなく、団体の活動を通じて広く社会
や地域の担い手を育成することへの期待が込められているためであると考える。
⑤ 広報活動
　広報活動に関して 3団体は、資料⑥ -5の通り、共通して広報活動を積極的に行っている。ホームページの
管理運営や会報誌、広報誌は 3団体共通して行われている。
ARDAは、報告書において、文字だけではなく、活動の様子を写真や映像にして、視覚的に訴えかける工夫
をしている。
　黄金町エリアマネジメントセンターにおいては、著書の出版や SNSやメールマガジンなどでの定期的な発
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信による情報公開に努めている。
　また、こども劇場せたがやにおいては、ポスターでの告知が効果的との調査結果から、ポスター作成をデザ
イナーに依頼するなどして、確実にその調査結果を事業に反映していることがうかがえる。
　広報活動を積極的に行う背景として、いずれの団体も活動への自信があげられた。それは、「社会に対し、
自分たちの活動を発信することは、その活動に自信があるから」という発言につながるものである。また、そ
の自信は、団体の活動が対象者およびコミュニティにとって「日常的なものとして捉えられてきている」と団
体が実感できていることに起因するものと推測される 77）。
⑥ 担い手
　担い手に関しては、資料⑥ -6の通り、目指す団体の組織が共通していた。
　ARDAは設立当初美術関係者で構成されていたが、現在は美術関係者のみならず事務担当など他分野のス
タッフで構成されている。
　黄金町エリアマネジメントセンターにおいては、設立当初からアート関係、建築・都市計画関係、事務関係
の人で構成されている。
　こども劇場せたがやに関しては、専門分野別ではなく、女性で主婦が多い状況にある。
　また、特定のエリアで活動を展開している黄金町エリアマネジメントセンターとこども劇場せたがやでは、
事務局スタッフが活動エリア内の人か外の人かで違いがみられた。
　黄金町エリアマネジメントセンターのスタッフは全員が活動エリア外の人であるのに対し、こども劇場せた
がやは全員が活動エリア内の人で構成されていた。
　黄金町エリアマネジメントセンターは行政の委託もあり、外部からの専門家など設立にあわせて召集された
人も多い。事務局長の山野氏も福岡県出身のアートディレクターであり、黄金町エリアマネジメントセンター
が設立するということで召集された。
　こども劇場せたがやに関しては、もともと世田谷区は女性の主婦活動が盛んな地であったことが関係してい
る。比較的時間にゆとりのある主婦達が自主的に外部講師を招き学習したり、問題意識の高さもうかがえる。
プレーパーク運動や生活クラブの設立など女性が主体となって起こした活動が多くあり、社会的関心を持つ人
が多くいたことが、活動エリア内のスタッフで構成される要因とも推測できる。しかし、今後は活動エリア内
外関係なく、人と地域と文化をコーディネートできる人を望んでいる。このことは、多様なスタッフで構成さ
れる組織を望んでいるともいえる。
　つまり、いずれの団体も特定の分野や職種、性別等かたよることなく共生的な組織を目指しているという共
通点があげられる。
⑦ 人件費
　人件費においては、資料⑥ -7の通り、各団体により様々であり、主収入および運営費などとの相関をみる
と 3－（2）で得られた結果と同傾向にあることがわかった。
　ARDAは有給スタッフと有償スタッフがおり、スタッフ総数に対する有給スタッフの割合は 22％であった。
有償スタッフにおいては、事業ごとの報酬制を採用している。黄金町エリアマネジメントセンターは、全員に
定期的な給与が支給されている。また、社会保険や雇用保険も完備している。こども劇場せたがやは、全員が
有償スタッフで定期的な手当として少額支給される。
　人件費に関しては、安定的な経済基盤が確保されている団体に関しては、金額の大小はあるが、定期的に支
給がなされていることがわかる。黄金町エリアマネジメントセンターは委託金や補助金のほかに、家賃収入に
よる事業収入も安定的で運営費は 1億円を超える大規模なものである。こども劇場せたがやは会費収入が安定
しており、会費収入が主収入の団体のなかでも比較的運営費が大きい団体である。
　一方で ARDAに関しては安定的な財政基盤が確立されていない状況がある。助成金は申請したものがすべ
て採用されるわけではなく、年度によって運営費の規模が大きく変わることが想定される。また、事業自体が
利益の求められる活動ではないため、人件費を確保することが困難な状況にあるといえる。
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　しかしながら、黄金町エリアマネジメントセンターに関しては、行政との委託が永続的に保障されているわ
けではなく、こども劇場せたがやに関しても、会員数は減少傾向にあることから安定的な会費収入が長く確保
できるかは明確ではない。つまり、いずれの団体も運営費に関する不安を抱いており、人件費に関しては今後
の課題となっている。
⑧ 次世代育成
　次世代育成に関しては、資料⑥ -8-2段目（求められる能力・姿勢）の通り、いずれの団体においても、コ
ミュニケーション能力の高い人材、積極的な人材が求められていた。ただし、何でもそつなくこなせるいわゆ
る万能型ではなく、これだけは誇れるという何かを持っている人が望ましいという意見も聞かれた。それらの
様々な個性をもった人々が集まり、団体全体として万能型になれることが望ましいということである。
　つまり、コミュニティを対象としたアート活動と聞いて、アートを専門に学んでいなければならないという
ことは決して条件ではないということがわかる 78）。アートに興味があることがきっかけで、そこから意欲的
に多くのことを学び取っていくことの環境が用意されているといえる。経験や学歴といったような表面的なこ
とではなく、ミッションへの共感等の心理的側面と対人関係能力が求められていることがわかった。
⑨ アーティストとの関係
　いずれの団体もアート活動を主体的に行う団体ではない。そのため、アーティストとの関係という項目をた
てて比較することができた。すると、資料⑥ -9の通り、アーティストの選出方法とアーティストとの契約関
係にそれぞれ特徴がみられた。
　アーティストの選出においては、ARDAと黄金町エリアマネジメントセンターに関しては、公募および依
頼が主な形態であり、こども劇場せたがやに関しては、既に決められたアーティストのなかから選出する。多
くの団体が ARDAや黄金町エリアマネジメントセンターのように公募や依頼によるアーティストの選出方法
を用いているが、こども劇場のように組織が大きく歴史のある団体に関しては必ずしも当てはまらず、独自の
方法を用いていることがわかった。
　また、アーティストとの契約関係であるが、これは 3団体すべてが異なる形態を用いていた。まず ARDA
に関しては、団体が設定した金額を報酬としてアーティストが受け取る。黄金町エリアマネジメントセンター
に関しては、団体が設定した金額をアーティストが支払う。そしてこども劇場せたがやに関しては、アーティ
ストが設定した金額を団体が支払うという形態をとっている。
　これは、活動内容にもよるところが大きい。ARDAに関してはアートを必要としている人のもとへ届ける
とこが核としてあり、主活動として行われるアートデリバリーはアートがなくては話にならない。そのため、
極端な表現をすれば、アーティストを雇うことにより活動が成立する。
　また、黄金町エリアマネジメントセンターに関しては、空き店舗のコンバージョンとしてのアーティスト・
イン・レジデンスが主活動としてあげられるが、これは駆け出しの若いアーティストが制作の場所を求めると
同時に、表現の機会を得るために十分な需要があり、ここでも極端な言い方をすれば一種の不動産経営である
といえる。そのため住民となるアーティストは一定の金額を団体に支払わなければならない。しかし、金額は
極めて少額であり、アーティストが得られる効果のほうが多いといえる。
　さらに、こども劇場せたがやに関しては、すべての子どもに等しくアートを届けるということが軸にあり、
全国のこども劇場の内で地域ごとに格差があってはミッションに反するため、全国のこども劇場・おやこ劇場
を統括する団体が事前にアーティストを集め、各こども劇場が購入するかたちをとっている。いわばカタログ
の商品のようなものである。
　このように、アーティストとの関係をみても、実に多様な形態がとられていることがわかる。これは、アー
ティストにとっても活動の選択肢が広がり、より主体的にコミュニティのなかで活動ができる環境にあるとい
えるが、活動の決定権はコミュニティを対象としたアート活動を主催する団体サイドにあることがわかる。
Hosei University Repository
167 
⑩ 行政との関係
　行政との関わりについては、資料⑥ -10の通り、それぞれ異なることがわかる。
　黄金町エリアマネジメントセンターは行政の政策の一部に組み込まれていることもあり、委託事業や補助金
事業が主であるため、行政との関係が非常に密接であると判断できる。
　ARDAに関しては、近年委託事業が増加傾向にあることもあり、行政との関係を深めてきている。
　一方、こども劇場せたがやは、委託事業や補助金事業はほとんどなく、自主事業が主である。このことから、
行政との関係は希薄であるといえる。しかし、行政との協働に関しては否定的ではなくミッションが合致すれ
ば協力する姿勢を示している。
⑪ コミュニティアートに対する意識
　コミュニティアートに対する認知に関しては、資料⑥ -11の通り、3団体ともに理解していた。しかし、3
団体共通してコミュニティアートに対して特別意識することはないことがわかった。
　ARDAに関しては、団体の活動を前例のないアート活動であると自負しており、コミュニティアートとは
異なるものであることを強調している。
　黄金町エリアマネジメントセンターに関しては、団体の活動を「アートとコミュニティ」「アートとまちづ
くり」と表現することが多く、ここでも既存の定義にはまることなく独自の路線で活動を展開していることを
主張している。
　また、こども劇場せたがやに関しては、設立が 1974年とコミュニティアートの考え方が日本で普及する前
であるため、意識していない状況にあった。
　これは、日本で展開されているコミュニティを対象としたアート活動がコミュニティアートや海外の模倣で
あるという説を否定するものであるといえる。
⑫ 今後の課題
　今後の課題においては、資料⑥ -12の通り、「運営資金の確保」、「次世代の担い手育成」、「事業内容の検討」、
「運営形態の改変」等、それぞれの団体で様々な課題が挙げられた。
　そのなかでも、運営資金確保と次世代の担い手育成（確保）は共通しており、それらが各団体とも大きな課
題となっていることが明らかになった。
　また、ARDA、こども劇場せたがやの 2団体に関しては、運営形態・体制の見直しが今後の課題として挙げ
られている。これは、団体設立年度からの継続年数をみると、2団体ともに 10年以上が経過しており、活動
を継続的に行っていくなかで、運営形態・体制の見直しの時期にきていることがいえる。
（2） 小　括
　以上、3団体の共通項および相違項を比較分析することで、日本におけるコミュニティを対象としたアート
活動の実態を明らかにしてきた。
　本章で述べてきたことをまとめると、以下のことが明らかとなったので、それらをこの節ではまとめておく。
　コミュニティを対象としたアート活動団体は、人やコミュニティに焦点を置いた活動に努めているとともに、
活動を通じて広く社会に貢献できることを期待しており、志の高さがうかがえた。その志を実現するためにも、
特定の分野や職種、性別など偏ることなく共生的な組織を目指しており、同時にこれは、継続的に活動してい
く意識の表れであるといえる。また、コミュニティを対象としたアート活動は、アーティストにとっても活動
の選択肢が広がり、より主体的にコミュニティのなかで活動ができる環境を提供しているが、活動の決定権は
アート活動を主催する団体サイドにあることがわかった。しかし、志の高い市民団体が主体となることで、継
続性が担保されるものと考えられる。実際にコミュニティを対象としたアート活動団体は、継続的に活動して
いくための努力を行っていることが調査のなかでも明らかとなっている。
　また、活動成果の一つとして、継続的に活動を行うことにより、対象者やコミュニティにとって、アート活
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動が日常的なもの──良い意味で「あたり前のもの」となっていることを団体が実感していることが団体の自
信やモチベーションにつながっていることがわかった。
　なお、3.でアートが社会化してきていることを確認することができたが、4.、5.でより詳細なアートの社会
化の現状をみることができた。
　①アート活動の実施主体が設立 5年以上であることは団体の継続性をひとつの指標として置いているわけで
あるが、これに関して、展覧会や講演会・広報活動は結果として団体の継続性を高めることにつながることが
わかってきた。また、各団体とも特定の分野や職種、性別など偏ることなく共生的な組織を目指しており、こ
れは継続して活動していくことを意識していることがわかった。
　②主たる運営資金が外部資金であることに関しては、外部資金が得られることを社会から認知されている評
価であると捉えたためであるが、団体を詳しく調査することにより、外部資金であるがゆえの課題も浮き彫り
となった。いずれの団体も、自主事業での収入など金銭的自立が今後の課題として挙げられており、アートの
社会化を促進するには外部資金のみならず、自主事業での収入もひとつの指標として重要であることがわかっ
た。
　③幅広い年齢層のスタッフで構成されていることは、年齢に関わらず広く人々に受け入れられていることの
指標としたが、各団体とも特定の分野や職種、性別など偏ることなく共生的な組織である、または目指してお
り、年齢だけではなくアートを専門的に学んでいない人々にも影響が及んでいることが明らかとなった。
　④対象者に働きかける時期がアート活動の計画段階（プロセス）であることに関しては、団体の活動を詳細
にみていくと、各団体とも活動ごとにコミュニティに配慮しながら適宜タイミングを計り、対象者やコミュニ
ティに働きかけていることがわかった。また、アート活動を実施するに至るプロセスにおいて、各団体が対象
者を重要な担い手であると認識していることもわかった。
　⑤対象者との関係が協働的な関係であることについては、団体をさらに詳しく調査することによって、多く
の側面から対象者との協働的な関係性を捉えることができた。例えば、実際行われている各団体の活動をみる
と、団体が対象者との協働的関係を重視していることやアート活動にかかわる全ての人を巻き込むことを目指
していることなど、団体の意識が明らかとなった。また、次世代育成の側面から、各団体ともにコミュニケー
ション能力の高い人材を求めていることが明らかとなり、これは、活動をより豊かにしていくために、コミュ
ニティや対象者、多組織と関係性を築いていきたいという団体の意識の表れであると推測することができた。
　このように、3.で数値的に確認した前提条件を、4.、5.の結果よりさらに裏付けるかたちで、アートの社会
化の現状を捉えることができた。
　しかし、前提条件として示した五つの事項以外にもアートの社会化の現状をとらえることができた。それは、
活動参加者数の増加や団体が感じる社会やコミュニティ、コミュニティで生活する人々の意識の変化がある。
活動参加者数の増加は、活動が周知され受け入れられてきていることを数値的に判断する指標となる。また、
各団体が活動を継続的に行うことにより、社会やコミュニティにとって活動が“日常的なもの”として捉え
られてきていると実感していることが明らかとなり、これは、団体の視点からは「アート社会」へと着実に向
っている現状、「アート社会」への確かな手ごたえを感じているものと判断することができた。
6．おわりに
　以上、本研究では「アートの社会化」の現状を検証するため、まず、コミュニティにおけるアート活動の沿
革を明らかにし、そのなかで、現在、日本で展開されているコミュニティを対象としたアート活動はどのよう
な現状にあるのか、コミュニティを対象としたアート活動を行う団体であるアートの担い手を通して検討し、
その実態を述べてきた。ここでは、それらを簡単に要約し最後に若干の考察と研究課題を述べ結論とする。
　序章では、コミュニティにおけるアート活動の沿革について概観した。
　日本において、アートは明治時代から国家政策のなかで、公園等に銅像を設置するなどして、終戦まで国民
を教化するための政治的な手法として利用されてきたが、戦後は国民への教化や国家価値の誇示を目的とした
行政主導によるアートの起用は次第に薄れていくことになる。しかしその後、1990年代まで行われるアート
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に関する事業は、都市整備の枠組みのなかに位置づけられていたものの、アートに主眼が置かれて行われるこ
とはなかった。
　一方、1950年代からはアーティストが主体となって制作・展示を行う野外美術展が散見されるようになり、
その傾向は 1980年代まで続けられた。
　1990年代になると、アーティストだけではなく、アートディレクターや企業との協働によるアート活動が
行われてくる。この時代の活動は、市民をアート活動のなかに担い手として位置づけており、ここで初めてコ
ミュニティで生活する市民にも目が向けられるようになった。
　そして、1998年には「特定非営利活動法人促進法」が制定され、2000年には、まちづくりにおけるアート
プロジェクトの効果を全国的に示す契機となった「大地の芸術祭　越後妻有アートトリエンナーレ」が開催さ
れ、2000年以降は、市民団体や大学関係者等によるコミュニティを対象としたアート活動が盛んに展開され
てきている。
　このようにコミュニティを対象としたアート活動の変遷みると、コミュニティにおけるアート活動の目的が、
行政による都市整備やアーティストの制作本位なものから、急速な社会環境の変化に伴い、コミュニティや市
民が対峙する様々な社会的問題の解決を行うものに変わってきたことがわかる。また、担い手についても、時
代とともに行政やアーティスト主体から、市民団体や大学等が実施主体となる姿へと変化してきていたことが
わかる。
　3.では、日本全国のコミュニティを対象としたアート活動を行う NPO法人を対象に行ったアンケート調査
の回答を統計的に把握し、分析を加えることで、日本におけるコミュニティを対象としたアート活動の現状を
把握した。これによって、コミュニティにおけるアート活動団体の現状が明らかになった。
　コミュニティを対象としたアート活動団体の運営については、資金面で社会的支援のバックアップ体制が構
築されていることがわかったが、人件費等は課題があることが判明した。また、団体の運営にあたっては自主
事業での収入も重要であり、さらに比較的高額な運営費を獲得するためには、団体にとってはアート活動の拠
点となる不動産所有が非常に重要な要素となっていることが分かった。
　また、団体がアート活動において、市民やコミュニティに焦点を置いた活動を心掛けていることやアート活
動のプロセスを重要視していることが明らかとなった。また、先駆的な活動が登場してきた 2000年頃から 10
年以上が経過した今日、担い手やアーティスト等の人材の育成も見られてきており、担い手にとってもアート
がより身近なものとして認識されてきている状況がわかった。
　4.では、アンケート調査にて得られた回答のなかから 3団体を抽出し、インタビュー調査を実施し、得られ
たデータや資料等に基づいて項目別に整理することにより各団体の特徴を見出した。
　5.では、4.で見出された 3団体の共通項および相違項を比較分析することで、日本におけるコミュニティを
対象としたアート活動の実態を明らかにした。
　コミュニティを対象としたアート活動団体は、人やコミュニティに焦点を置いた活動に努めるとともに、活
動を通じて広く社会に貢献できることを目的としており、団体スタッフの志の高さがうかがえた。その志を実
現するためにも、特定の分野や職種、性別などに偏ることなく多様なスタッフで構成される組織を目指してお
り、同時にこれは、継続的に活動していく意識の表れであるとも考えられた。
　また、コミュニティを対象としたアート活動は、アーティストにとっても活動の選択肢が広がり、より主体
的にコミュニティのなかで活動ができる環境にあるが、活動の決定権はアート活動を主催する団体サイドにあ
ることがわかった。また、そのように決定権を持ち、志の高い市民団体が主体となることで、アート活動団体
の継続性が担保されていくことが考えられた。実際にコミュニティを対象としたアート活動団体は、継続的に
活動していくための努力を行っていることが明らかとなった。
　さらに、活動成果の一つとして、継続的に活動を行うことにより、対象者やコミュニティにとって、アート
活動が「日常的なもの」となっていることを団体が実感していることが団体の自信やモチベーションにつなが
っていることが推測された。
　このように日本におけるコミュニティを対象としたアート活動の現状を分析し、考察していくと、実践を通
じて独自のコミュニティを対象としたアート活動を行う環境が築かれ、アートが社会のなかに着実に根付いて
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いることがわかった。
　ところで、日本において一般にアートから連想される“美術”という言葉が誕生した明治時代から、国家
政策により、それまで生活のなかで親しまれてきた芸術（アート）は “美術”という「崇高」な枠のなかに
昇華され、日本人にとって芸術（アート）が生活と乖離したものとなってしまった 79）。
　以上、コミュニティを対象としたアート活動の研究を通して、現在、コミュニティを対象としたアート活動
団体スタッフの高い志と弛みない努力により、アートとコミュニティ、アートと人との関係が緩やかに、けれ
ど確実に変化してきている現状が理解できた。
　これにより、アートがコミュニティやコミュニティに存在する人・組織等と相互に作用し、人やコミュニテ
ィとかかわり、着実に社会のなかに浸透し、「アート社会」へと近づきつつある現状を明らかにすることがで
きた。
　最後に、本研究はコミュニティを対象としたアート活動を行う団体、つまりアートをコミュニティへ送る担
い手を中心とする視点からの研究課題へのアプローチであった。コミュニティを対象としたアート活動は、団
体だけではなく、アート活動の受け手である対象者からのアプローチも大変重要なものと考える。
そのため、今後は受け手がコミュニティを対象としたアート活動をどのように受けとめているのか等の検討を
行うことが研究課題と考えている。また、NPO法人以外の団体についてもアート活動の担い手という視点か
ら検討していくことも研究課題として挙げることができる。
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────────────────
32） 共通の選出条件としては、継続的に活動に参加もしくは調査できる団体であること等がある。
33）  ルナミ画廊は、画廊の形態のなかでも“貸画廊”に当たり、この貸画廊は日本や韓国のみでみられる特徴的な形態である。
「貸画廊」とは、「アーティストの作品展示を目的に、展覧会を行うスペースを貸し出すアートスペース」をいう。一般的
に画廊というときは、「美術作品販売を目的に、展覧会を企画・販売したり、作品を買い戻したりするアートスペース」で
ある「企画画廊」を指す。画廊は、「基本的にアーティストが社会化される第一段階の場としての役目」を担っていると考
えられている（林，2004）。
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34）  定款第 3条にアートを、「芸術は本来生活に根ざしたものであり、人と人を結び個々人が人間としての尊厳を持って心豊か
に生きる基盤となるものである」と定義している。
35） 国際高齢者年 ドキュメント 2000の支援を受けたプロジェクト。現在の「アートデリバリー」の原点である。
36）  杉並区児童館は全 42館であるが、ARDAの杉並区児童館へのアートデリバリーは、中高生対応の「ゆう杉並」を除く 41
館で実施された。また、リクエストでの児童館への再訪問もあったため、実施されたワークショップは全 45回となった。
37）  正会員とは ARDAの運営の中心になる会員を指し、総会での議決権、役員の被選挙権がある。年会費は 10,000円。その他
の会員種別──賛助会員、協力会員に関しては、下記の通りである。賛助会員は、ARDAの活動を経済的な面から支援す
る個人や団体、法人会員を指し、一口 10,000円以上である。また、協力会員は、ARDAの活動に協力する会員を指し、総
会での議決権、役員の被選挙権は付与されない。年会費は、一般が 5,000円、学生が 3,000円となっている。
38） 他にもさまざまな規定はあるが、本研究において記載以外の規定に関しては研究目的上割愛する。他の規定に関しては、
団体ホームページや各年度の事業報告書を参照されたい。
39）  「介護する人される人のための出張芸術講座」は、アートデリバリー実施前に介護者が当講座を受講し、ワークショップで
行われることやどのように展開されるかなどを体験するために行われる。インタビュー時の並河氏の回答によると、その
後にアートデリバリー──利用者とのワークショップに移ることで、ワークショップの質が大きく変わるという。始めは「こ
んなことしてられないわ！」「嫌だわ！」と嫌悪感を抱く介護者が多かったが、実際に利用者と一緒にワークショップを行
うと、利用者の新しい面を見ることができるため、次第に評価が得られたようである。
40）  芸術資源開発機構，「介護する人される人のための出張芸術講座　アート・デリバリー講座」，芸術資源開発機構ホームペ
ージ（2012.11.15.取得「http://www.arda.jp/delivery/index.html」）
41）  多様な思考力、観察力、傾聴力が育まれるとされ、米国では約 300の学校および約 100の美術館・博物館が導入している
鑑賞法である（2012.2.25.開催のシンポジウム「対話による鑑賞教育を考える」のパンフレット）。
42）  ここでいう嫌悪感とは、例えば、忙しいなか時間を割いてワークショップ開催のための講座を受けなくてはならない、ア
ートワークショップの意義を理解できない等の嫌悪感がある。
43）  ネット TAM（ネットタム）は、「トヨタが企業メセナ協議会と連携して運営する、アートマネジメントに関する総合情報
サイト」である（2012.11.15.取得「http://www.nettam.jp/」）。比較的文化芸術に関心のある人が閲覧するサイトであるとい
える。
44）  ヨコハマ経済新聞「かつての風俗エリアも今は昔…再生へ向け動き始めた黄金町の『現在』」2006.12.6.発刊
　（2012.10.21.取得「http://www.hamakei.com/column/135/」よりダウンロード）
45）  「青線」とは、昭和 31年に施行された「売春禁止法」で売春が公認された地域が「赤線」と呼ばれたのに対し、非公認で
売春が行われていた地域を指す。
46） 一口に「黄金町」といっても、正確には日ノ出町、初音町、黄金町という 3つの町からなるエリアである。
47）  中田市政となった 2002年に学識経験者や専門家らにより構成された「文化芸術と観光振興による都心部活性化検討委員会」
が発足し、のちの 2004年 1月には「文化芸術都市－クリエイティブシティ形成に向けた提言」が出された。そこに記載さ
れていた 3つの戦略プロジェクト・・のうちのひとつが「創造界隈形成」であった。「文化芸術創造都市－クリエイティブ
シティ・ヨコハマ」は現状に合わせ柔軟に運営形態や計画の見直し等が行われ、発展しながら現在も進行している都市ビ
ジョンである。
　「創造界隈形成」事業とは、アーティスト等が自由に使える空間が存在していることが重要であるという観点のもと、横
浜都心のストックに着目し、既存施設や歴史的建造物、古い倉庫、空きオフィス等を有機的総合的に活用し、アーティス
ト等の制作・発表・滞在が可能な三位一体の活動界隈を形成することを目的としたプロジェクトである。当初、創造界隈
は歴史的建造物、倉庫、空きオフィス等が比較的まとまって存在している「馬車道創造界隈」を先駆けに、「日本大通り創
造界隈」「桜木町・野毛山創造界隈」を先進的に形成していき、上記 3エリアが重点地区として設定されていた。創造界隈
形成事業のうちの一つである「都心部歴史的建造物等活用事業」は、平成 16年から 18年までの 2年間「都心部における
歴史的建築物等の文化・芸術活用実験事業」として行われてきた活動の評価を受け、平成 18年度より本格的に開始された
事業である。そのため、創造界隈を上記の 3エリアからその他のエリアにおいても、地区の特性を生かしつつ新たに形成
することを目指すことが盛り込まれ、その他のエリアに初黄・日ノ出町地区が選出されたである。
　創造界隈を外延部へ広げていこうとする横浜市にとって、その拠点となる建築物の確保が重要であった。そんななか、
地域住民とともに横浜市や警察が協働し行った違法風俗店の追い出し作戦により空となった多くの小規模店舗が残る初
黄・日ノ出町地区は、その 3畳程しかない空き店舗の今後を模索していた。横浜市は、再度小規模店舗が悪用されないよ
うに順次借り上げ、他の用途に転用することを行う意向を示していた。初めの転用事例として、2005年に防犯施設である
「ステップ・ワン」を開設した。そのような経緯もあり、横浜市は初黄・日ノ出町地区のまちのにぎわいを創出するための
店舗転用のモデル事業として文化芸術振興拠点を整備することとし、2006年に「BankART桜荘」を開設した。ここでよ
うやく、初黄・日ノ出町地区の新たなまちづくりにアートが盛り込まれるのである。
48）  黄金町エリアマネジメントセンターの設立経緯として、初黄・日ノ出町環境浄化推進協議会の Kogane-X Lab.の活動や特
殊飲食店の借上げ等活動が大きくなる過程で NPO化の協議がなされていた。その NPO化の話が急速に進んだのは、黄金
町バザールが開催されたことにある。そして、初黄・日ノ出町環境浄化推進協議会そのものの NPO化ではなく、同協議会
の事務局と黄金町バザール等のアート活動の継続的な運営母体としての役割を担う「黄金町エリアマネジメントセンター」
が設立されることとなった。黄金町エリアマネジメントセンターと初黄・日ノ出町環境浄化推進協議会の活動内容に同様
の箇所が多々散見されるのは、そういった経緯があるからである。さらに、黄金町エリアマネジメントセンターと初黄・
日ノ出町環境浄化推進協議会の理事はほぼ同じ顔ぶれであることからも、この二つの団体が密接に関係し合っていること
がわかる。
　また、各団体とのかかわり等を述べることは、ここでは割愛する。すべてを述べることは、本研究の趣旨から離脱する
ことと考えたためであり、本研究において重要であると考えられる団体とのかかわり等については、本章（2）－③沿革に
て記載してある。
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49）  会員種別は正会員と賛助会員があり、正会員は黄金町エリアマネジメントセンターの目的に賛同して入会した個人及び団
体を指し、賛助会員は目的に賛同し、活動を支援するために入会した個人及び団体を指す。入会金および会費は、正会員
の入会金は個人・団体ともに一口 10,000円で一口以上とされており、会費は個人・団体ともに年間 10,000円で一口以上と
されている。また、賛助会員に関しては、入会金が個人・団体ともに 3,000円で一口以上であり、会費は個人・団体とも
に年間 3,000円で一口以上とされている。
また、正会員をもって黄金町エリアマネジメントセンターの社員とすることが定款に明記されている。
50） 黄金町エリアマネジメントセンターの全活動に関しては、団体ホームページや、各年度の事業報告書を参照されたい。
51）  山野氏はインタビューで、違法風俗店を連想させるような性的表現は「アーティストの考えからすると、非常に単純な発想」
であり、そのままを表現するのではなく、それを活かしながらも超えていけるようなそのような作品を望んでいると語っ
ている。
52）  命名の変遷は、まず、「Kogane-X（コガネックス）アートフェスティバル」に始まり、名前の与える印象が硬いため、次
に「黄金町アートバザール」となった。しかし、結局アートもなくし、最終的に現在の「黄金町バザール」となった。ア
ートによるまちづくりを推進するなら“アート”と名前に入っているほうが好ましいように感じるが、組織のイメージ
ではなく、いかに地域の人たち受け入れてもらうかということを第一に考えてのことだという。「『現代美術の展覧会です！』
ということを全面に出したくなかった。予備知識がいらないイベントにしたかったんです。それともうひとつは、見るだ
けではなく、参加できるものにしたかった。子どもも楽しめそうなね。」という言葉からも常に住民や地域のことを第一に
考えていることが、名前からうかがうことができる。脚注（1）内の「・・・」は OPEN YOKOHAMA実行委員会事務局，
「OPEN YOKOHAMAなヒトビト」vol.6，OPEN YOKOHAMA2012オフィシャル HP（2012.11.15.取得「http://www.open-
yokohama.jp/hitobito/no06.html」）より引用。
53）  官民協働による横浜市のクリエイティブシティ推進事業を支援する組織「創造都市横浜推進協議会」の専門委員会である「横
浜市創造界隈形成推進委員会」内にある、事業評価分科会が各種事業の拠点・拠点運営団体の評価を行っている。黄金町
エリアマネジメントセンターの事業評価を実施する組織として、平成 23年に「初黄・日ノ出町文化芸術振興拠点（黄金町
エリアマネジメントセンター）事業評価分科会」が設置されている。
なお、2004年から本格的に開始した「文化芸術創造都市－クリエイティブシティ・ヨコハマ」は、その運営方法を模索す
るなかで組織の新設、拡大、統合、分科等と様々行ってきた。その変遷を追うことは本研究においても極めて有益であるが、
本研究の目的から離脱する恐れがあるため、ここでは簡略的な記載のみとする。
54）  平成 23年 10月 26日に開催された第１回「創造都市横浜推進懇談会」・第１回「創造界隈形成推進委員会」合同会議の資
料等、横浜市ＨＰ上からダウンロードできる横浜市文化観光局創造界隈形成推進委員会内の各年度会議報告資料を参照。
横浜市文化観光局創造界隈形成推進委員会，「第 2回創造界隈形成推進委員会」，横浜市（2012.11.15.取得「http://www.city.
yokohama.lg.jp/bunka/soutoshi/project/vicinity/iinkai/23nendo/h232kaishiryo111220.pdf」）
　「基礎的評価」とは、「比較的数量化しやすい項目を中心に、『運営』『経営』の面から活動を評価」するものであり、「創
造的評価」とは、「ミッション達成の可否を活動の創造性、背策達成への寄与の視点から評価」するものである。
55）  私自身、今年度（2012年度）の黄金町バザールでは、本当に多くの子どもたちと遭遇した。「ちょんの間」と呼ばれる特
徴的な小規模店舗等が会場として活用されており、その入り組んだ構造が一種の迷路のようであり、一見入るのを躊躇し
ていまいそうな路地にも、当地区を知り尽くした子どもたちが先導役としてどんどんと進んで入っていく様子は頼もしく
も感じさせる。子どもたちにそのような意識は恐らくなく、黄金町バザールの会場を遊び場にかくれんぼや鬼ごっこを楽
しんでいるようであった。ある子には、「ここから入れるよ」と声をかけてくれたりもした。このように、子どもたちが当
地区で日常的にアートと接し、のびのびと生活できるようになったことはひとつの成果であるといえる。ただし、展示さ
れている作品に好奇心から触ってしまうというアクシデントももちろん発生しているようだが、インタビュー時の「顔が、
子どもたちがいるんだってわかっただけでも十分ですよ」と答える山野氏の言葉が印象的であった。
56）  「一般社団法人 住まい・まちづくり担い手支援機構」が実施する平成 23年度「空き家等活用推進事業」の支援対象団体の
活動報告書が「http://www.s-m-ninaite-shien.jp/dantaihokoku/ﬁle/2011_2/4.pdf」より取得可能であり、参照した。
57）  黄金町エリアマネジメントセンターの定款より、エリアマネジメントとは「公民の多様な主体と連携しながら、アーティ
ストやまちづくりの担い手を支援することにより新たな文化芸術活動・商業活動の導入を図るとともに、地域住民や地権者・
関係者の合意形成、財産管理、事業やイベント等の実施などの多様な取り組み」を指す。
58）  家賃収入がある一方、スタジオや借上住宅の改修費が支出面で大きいこともあり、一概に安定的とは判断できないところ
がある。
59）  生活クラブは、「生産─流通─消費─廃棄をトータルにみて、情報はすべて共有し、各々の立場を対立するものとして批判
しあうのではなく、直接、対話することで解決策を見出し、具体的に実践していく」ことを理念として、1965年に住民の
手によって結成された（生活クラブ東京「生活クラブ東京のあゆみ」（2012.10.20.取得「http://tokyo.seikatsuclub.coop/about/
track.html」参照および引用））。
60）  プレーパーク運動は、わが子の遊ぶようすから子どもの遊び環境に疑問を抱いた両親が起こした活動である。欧州の冒険
遊び場の認知をきっかけに、住民が集まり 1975年に「あそぼう会」を結成したことから始まる。住民等のボランティアの
手だけで運営された活動が、次第に世田谷区を動かして行った。国際児童年の 1979年に、世田谷区は記念事業として冒険
遊び場を採択し、区立羽根木プレーパークを開設した（NPO法人 プレーパークせたがや公式サイト「これまでの歩み」
（2012.10.20.取得「http://www.playpark.jp/outline/history.html」参照））。
61）  百枝，土屋，2006「東京都世田谷区における芸術家の住宅兼アトリエの分布─郊外住宅地の『芸術生態学』をめざして」『日
本建築学会研究報告－九州支部－』3，計画系（45）， p.793-796
62）  子ども劇場発足 10年間は母親や青年といった地域の若者を担い手として展開されていた（福嶋，1998）が、（※）恐らく“子
育て”という言葉が世に出回ってから、親子の活動といったイメージを定着させることになったと言われている。それは、
当時まだ夫婦の役割分業の固定概念が根強くあり、また拡大家族が一般的であった社会的背景も重なったためである。詳
しく記せば、子育てという言葉を用いれば、母親は外出することができたということである（※以降は、2012年 10月 10
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日に開催された、第 1回 子ども文化地域コーディネーター講座にて登壇した森本真也子氏の見解である）。
63）  ここでいう文化活動とは舞台芸術を指す場合が多い。しかし、東北では映画を指すことが主流のようである。このように、
地域によって様々な相違があることにひとつの特徴がある。
64）  ここでいう市民とは、住んでいれば市民ということではなく、自分たちで自分たちの住むまちをつくるんだという意欲の
ある人のことを指す。
65） こども劇場せたがやの 2010年度（2010年 6月 1日から 2011年 5月 31日）事業報告書、第 3条より引用。
66）  会員種別には正会員、一般会員、賛助会員の 3つあり、正会員とはこども劇場せたがやの目的に賛同して入会した個人を
指し、一般会員とは目的に賛同して入会し、子ども劇場せたがやの活動に参加する個人を指す。また、賛助会員は目的に
賛同し賛助する個人および団体を指す。入会金においては、正会員・一般会員ともに 200円であり、賛助会員は個人・団
体ともに 0円である。年会費に関しては、正会員・一般会員ともに 18,000円であり、賛助会員は、個人一口 10,000円で一
口以上、団体一口 30,000円で一口以上とされている。
　また、正会員をもってこども劇場せたがやの社員とすることが定款に明記されている。
67）  本稿においては、研究目的の関係上、こども劇場せたがやで実施されている活動のなかから特にアートを盛り込んでおり、
かつ単年度のみの活動ではなく、多年度に渡り実施している活動を取り上げることとし、さらに、こども劇場せたがや全
体で行われる活動を取り上げることとし、それ以外の活動に関しては割愛することとした。
68）  全国各地の子どもたちに対し、平等に文化権が付与されるようにという観点から、全国の子ども劇場に同じ冊子が送られ、
そこから作品を選ぶ形態をとっている。
69） 活動する際、なるべく三人一組を組ませ関係性が構築されやすいように努めている。
70）  「青年」とは、子ども劇場内の言葉で「高校生、学生、勤労青年、フリーターといった、子どもではなく、子どもをもつ親
でもない立場で劇場に関わっている若者」（福嶋，1998）を指す。
71） 「青年」が子ども劇場が企画する活動のリーダーとなり、活動を先導する役割を担うこと。
72） この章の記述と分析は、資料⑥に基づいて行うことにする。
73） この場合のアートサイドとは、アートの本質やアートを取り巻く環境からの問題提起があたる。
74） この場合の人（人権）サイドとは、人を取り巻く環境や人権の本質からの問題提起があたる。
75）  こども劇場せたがやは確かに特定のエリアで活動を展開しているが、「子ども劇場・おやこ劇場」と大きな括りで捉えた際
に、同じ問題意識のなかで活動を展開している「子ども劇場・おやこ劇場」は全国各地の市区町村単位に存在するため、
こども劇場せたがやを全国規模の団体であると解釈することができるものとする。
76）  こども劇場せたがやの「子ども文化地域コーディネーター協会」は直接はこども劇場せたがやとは関係ないが、こども劇
場せたがやの理事長がこども劇場せたがやの活動を通じて感じたことから派生し新たな団体を設立するに至っている。こ
ども劇場せたがやの理事長である漆畑氏は子ども文化地域コーディネーター協会の副理事を務めている。
77）   ARDAは、活動を通じて、社会的支援のバックアップ体制の醸成を実感しており、黄金町エリアマネジメントセンターと
こども劇場せたがやは、活動が特別なイベントとしてではなく、日常的なものとなってきていることを実感していた。
78）  ただし、アートを専門的に学んだ人やアーティストは、コミュニティを対象としたアート活動においては絶対的に必要な
存在である。このことは、3団体のみならず、多くの研究者や実践者からも指摘されていることである。
79） 北澤憲昭，『眼の神殿～美術史受容ノート～』，美術出版，1989
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